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参考資料１ 照査用応答値の平均化について 

 

1. はじめに 

取水槽は，要求機能に応じた許容限界に基づき耐震評価を行っている。取水槽にお

ける要求機能のうち止水機能に対しては，断面が降伏に至らない状態であれば，漏水

が生じるような顕著な（部材を貫通するような）ひび割れは発生しないことから，曲

げ・軸力系の破壊（面外変形）については許容限界として，部材降伏に対する限界ひ

ずみ（コンクリートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを確

認することとしている。 

また，PHb 工法によるせん断補強を実施する箇所については，せん断補強鉄筋の定

着部のひび割れの影響を抑えるため，曲げについても，おおむね弾性範囲内で使用す

ることとしている。おおむね弾性に対する許容限界として，部材降伏に対する限界ひ

ずみ（コンクリートの圧縮ひずみ：2000μ，主筋ひずみ：1725μ）を下回ることを確

認することとしている。 

耐震評価の結果，照査用ひずみ（発生ひずみ×構造解析係数γａ）が限界ひずみを

超える部材及びせん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える部材が一部存在し，細か

い要素分割を行っている部材について断面厚さ程度の範囲で平均化による評価を実

施していることから，平均化範囲の考え方及び平均化による照査結果について示す。 

 

2. 取水槽のモデル化方針 

取水槽の３次元構造解析モデルは，「土木学会マニュアル」に準拠しモデル化を行

っている。「土木学会マニュアル」では，要素分割において以下の記載がある。 

・要素分割は，断面厚さ又は有効高さの 1.0 倍程度とするのがよい。 

・要素長さは，部材の断面厚さ又は有効高さの約 2.0 倍よりは大きくしてはなら

ない。 

・要素分割を細かくせざるを得ない場合は，軸線方向に部材の断面厚さ又は有効高

さの 1.0 倍程度の範囲で複数の要素での地震応答解析結果を平均的に評価する

とよい。 

・要素の形状は，著しく扁平にならないように注意し，四角形要素の縦横比は基本

的に 1：1 が望ましく，応力の流れがほぼ一様となる場合でも，縦横比で 1：5 を

限度とすることが望ましい。 

・鉄筋コンクリート要素を用いる場合には，鉄筋位置と無筋領域を適切に考慮して

要素分割しなければならない。 

 

例えば底版のスパン方向の分割数は，断面厚さの 1.0 倍の要素分割だと 15 分割程

度（断面厚さ：1.9～2.0m，スパン方向長さ（水路の内空幅）：28.5m）になるが，取
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水槽は構造物全体の最小部材厚である 0.7m による要素分割を基本としていることや

剛域を配置していること等により，要素分割が細分化されている。  
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3. 許容限界を超える部材 

基準地震動Ｓｓに対する耐震評価の結果，各要素単位の照査において，照査用ひず

みが限界ひずみを上回る部材や，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える部材が

一部存在することが判明した。照査用ひずみが許容限界を超える部材の最大照査値

の一覧を表 3－1 に，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を上回る部材の最大照査値の

一覧を表 3－2 に示す。なお，照査値が 0.95 を上回る部材についても，照査値に十分

な余裕を有することを確認するために，平均化の結果を参考として確認する。ここで，

評価対象箇所の概念図を図 3－1 に示す。 

 

表 3－1 照査用ひずみ（主筋ひずみ）が許容限界を超える部材と要求機能 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

  

地震動 
評価 

位置 

要素幅 

ａ 

（mm） 

部材厚 

ｂ 

（mm） 

比率 

ａ/ｂ 

照査用 

ひずみ＊

（μ） 

限界 

ひずみ 

（μ） 

照査値 
要求 

機能 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
中床版 325 1000 0.33 1774 1725 1.03 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
側壁 667 700 0.95 2759 1725 1.60 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 
隔壁 325 1300 0.25 1931 1725 1.12 

止水機能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
導流壁 600 1200 0.5 2203 1725 1.28 PHb の適用性 
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表 3－2 せん断破壊に対する照査値が 1.0 を上回る部材と要求機能 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

 

  

地震動 
評価 

位置 

要素幅 

ａ 

（mm） 

部材厚 

ｂ 

（mm） 

比率 

ａ/ｂ 

照査用 

せん断力＊

(kN/m) 

せん断 

耐力

(kN/m) 

照査値 
要求 

機能 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
中床版 457 1000 0.457 182 157 1.16 

支持性能 

止水性能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
側壁 500 700 0.714 911 811 1.13 

支持性能 

通水性能 

止水性能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
隔壁 450 1300 0.346 115 9 12.13 

止水性能 

PHb の適用性 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
導流壁 600 1200 0.5 1805 1272 1.42 

通水性能 

PHb の適用性 



（参考）1－5 

 

 

 

 

図 3－1 評価対象箇所概念図 

  

底版

隔壁

中床版

導流壁
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4. 照査用ひずみ及びせん断力の平均化の考え方

4.1 平均化範囲 

要素分割について，「2. 取水槽のモデル化方針」のとおり，「土木学会マニュ

アル」で断面厚さ又は有効高さの 1.0 倍程度とするのが良いとされており，また，

「補足-024-01 原子炉建物の地震応答計算書に関する補足説明資料」のうち「別

紙 7-2-1 改造工事に伴う重要増加を反映した検討における応力平均化の考え方」

において，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説（（社）日本建築

学会，2005 年制定）」に基づき部材厚の範囲で応力平均化を実施していることを

踏まえ，照査用ひずみ及びせん断力の平均化の範囲は，断面厚さの 1.0 倍以内で実

施することとする。 

4.2 平均化の考え方 

ひずみの平均化は，許容限界を超えている当該要素に対し，曲げ変形の方向を考

慮して主筋の軸方向に隣接する要素を対象とする。ひずみの平均化の計算は，当該

要素のひずみと隣接する要素のひずみをそれぞれの要素の面積に応じた加重平均

として算出する。図 4－1 に中床版を例に平均化の概要図を示す。ここで，平均化

する要素については，許容値を超えている要素に隣接する要素を基本とするが，そ

れでもなお許容値を上回る場合は，断面厚さの 1.0 倍以内で平均化する要素を追

加する。 

なお，要素の平均化を実施する範囲について，要素内に境界を設けて断面厚さの

1.0 倍となるよう範囲を設定するのではなく，要素単位で 1.0 倍以下となるよう範

囲を設定することで保守的な評価を実施する。 

図 4－1 ひずみの平均化の概念図（中床版（部材厚 1m），主筋ひずみの例） 

要素番号 面積(m²)
主筋ひずみ

(μ)
要素番号 面積(m²)

主筋ひずみ

(μ)

20789 0.2113 1774 20790 0.325 713 1131

20527 0.1991 1698 20528 0.3063 427 927
Ss-D++_time1-1

平均化後の

主筋ひずみ

(μ)

荷重選定時刻

平均化要素 平均化要素

0.825m 

主筋方向 主筋方向 
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せん断力の平均化は，ひずみと同様に，許容限界を超えている当該要素に対し，

隣接する要素を対象とする。せん断力の平均化の計算は，当該要素のせん断力と隣

接する要素のせん断力を，それぞれの要素の面積に応じた加重平均として算出す

る。図 4－2 に中床版を例に平均化の概要図を示す。ここで，平均化する要素につ

いては，許容値を超えている要素に隣接する要素を基本とするが，それでもなお許

容値を上回る場合は，断面厚さの 1.0 倍以内で平均化する要素を追加する。 

なお，平均化後のせん断耐力についても，当該要素のせん断耐力と隣接する要素

のせん断耐力をそれぞれの要素の面積に応じた加重平均として算出する。 

また，要素の平均化を実施する範囲について，要素内に境界を設けて断面厚さの

1.0 倍となるよう範囲を設定するのではなく，要素単位で 1.0 倍以下となるよう範

囲を設定することで保守的な評価を実施する。 

 

  

 

 

図 4－2 せん断力の平均化の概念図（中床版（部材厚 1m）の例） 

  

要素 面積 せん断力 せん断 照査値 要素 面積 せん断力 せん断 照査値 せん断力 せん断 照査値

番号 (m2) (kN/m) 耐力(kN/m) 番号 (m2) (kN/m) 耐力(kN/m) の絶対値 耐力(kN/m)

(kN/m)

Ss-D++_time1-1 14129 0.25 -1459 1528 1.002 14177 0.240 -1154 1525 0.795 1310 1526 0.901

ケース

平均化要素 平均化要素
平均化後

のせん断力

0.98m 
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5. 主筋ひずみの平均化後の結果 

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した各部材について，照査用主筋ひずみの

平均化後の照査値を，表 5－1 に示す。同表により，中床版及び隔壁について，照査

用主筋ひずみの平均化後の照査値が許容限界を満足することを確認した。一方，側壁

については，断面厚さ 700mm に対し 1 要素の幅が約 500mm であり断面厚さの 1 倍以

内で平均化できないこと，導流壁については，要素の平均化を実施しても許容限界を

満足しないことから，「参考資料２ 部材モデルを用いた健全性評価について」によ

り，当該部材が健全であることを確認する。 

照査用主筋ひずみの平均化に用いた要素の諸元の詳細は「5.1 中床版における平

均化」～「5.2 隔壁における平均化」に示す。 

 

表 5－1 平均化後の照査結果（照査用主筋ひずみ） 

解析ケース 地震動 

評価 

位置 

（部材厚） 

照査用 

主筋ひずみ＊  

（平均化後） 

（μ） 

限界ひずみ 

（μ） 

照査値 

（平均化後） 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

中床版 

（1m） 
1131 1725 0.66 

① 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

隔壁 

（1.3m） 
615 1725 0.36 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 
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5.1 中床版における平均化 

中床版の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において平均化を実施した範囲の

照査用主筋ひずみ分布図を図 5－1 に示す。図 5－1(a)には中床版に発生する照査

用主筋ひずみ分布全体図を示し，図 5－1(b)には図 5－1(a)にて抽出した箇所の拡

大図を示す。拡大図については平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－1(b)

の青枠で示したグループごとの平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－2 に示す。 

 

 

 

 

図 5－1 主筋ひずみ分布図（中床版） 

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

グループ1

グループ2

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（中床版） 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（中床版） 

赤枠部分を拡大 

0.825m 
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5.2 隔壁における平均化 

隔壁の照査用主筋ひずみが最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の

照査用主筋ひずみ分布図を図 5－2 に示す。図 5－2(a)には隔壁に発生する照査用

主筋ひずみ分布全体図を示し，図 5－2(b)には図 5－2(a)にて抽出した箇所の拡大

図を示す。拡大図については平均化する要素グループを青枠で示す。図 5－2(b)の

青枠で示したグループごとの平均化前後の照査用主筋ひずみを表 5－3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 照査用主筋ひずみ分布図（隔壁）  

凡例 上段：要素番号 

下段：照査用主筋ひずみ(μ) 

赤枠部分を拡大 

(b) 照査用主筋ひずみ分布拡大図（隔壁） 

(a) 照査用主筋ひずみ分布全体図（隔壁） 

第 1 グループ 

1.150m 
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6. せん断力の平均化後の結果 

「4.2 平均化の考え方」に基づき算出した各部材について, せん断力の平均化後

の最大照査値を，表 6－1 に示す。同表により，せん断力の平均化後の照査値が許容

限界を満足することを確認した。なお，導流壁は，PHb が設置されていることから，

「参考資料２ 部材モデルを用いた健全性評価について」により，当該部材が健全で

あることを確認する。 

せん断力の平均化に用いた要素の諸元の詳細は「6.1 中床版における平均化」～

「6.3 隔壁における平均化」に示す。なお，「6.1 中床版における平均化」～「6.3 

隔壁における平均化」に示すせん断力は，構造解析係数γａを乗じない発生せん断力

を示す。 

 

表 6－1 平均化後の照査結果（せん断力）＊1 

注記＊1：要素の平均化により許容限界を満足した要素のうち最大照査値となる照査結 

果を示す。 

＊2：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

  

解析ケース 地震動 
評価位置 

（部材厚） 

照査用 

せん断力＊2 

 (kN/m) 

せん断耐力 

(kN/m) 
照査値 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

中床版 

（1m） 
1486 1520 0.98 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

側壁 

（1m） 
787 879 0.90 

④ 
Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

隔壁 

（1.3m） 
46 54 0.85 
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

6.1 中床版における平均化 

中床版のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲の照査用

せん断力分布図を図 6－1 に示す。図 6－1(a)に中床版で発生する照査用せん断力

分布図を示し，図 6－1(b)に照査用せん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図

を示す。拡大図については，平均化する要素グループを青枠で示す。また，拡大図

に青枠で示したグループの平均化前後のせん断力及びせん断耐力を表 6－2 に示す。 

 

(a) せん断力分布全体図（中床版） 

 

 

 

(b) せん断力分布拡大図（中床版） 

図 6－1 せん断力分布図（中床版）  

赤枠部分を拡大 

グループ 1 

0.98m 
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

6.2 側壁における平均化 

側壁のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲のせん断力

分布図を図 6－2 に示す。図 6－2(a)に側壁で発生するせん断力分布図を示し，図

6－2(b)にせん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図について

は，平均化する要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグループ

の平均化前後のせん断力を表 6－3 に示す。 

 

(a) せん断力分布全体図（側壁） 

 

 

 

 

 

（b） せん断力分布拡大図（側壁） 

図 6－2 せん断力分布図（側壁） 

 

  

赤枠部分を拡大 

グループ 1 

1.00m 



（参考）1－17 
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凡例 上段：要素番号
下段：せん断力(kN/m)

6.3 隔壁における平均化 

隔壁のせん断力が最大となる時刻において，平均化を実施した範囲のせん断力

分布図を図 6－3 に示す。図 6－3(a)に隔壁で発生するせん断力分布図を示し，図

6－3(b)にせん断力分布図にて赤枠で囲んだ箇所の拡大図を示す。拡大図について

は，平均化する要素グループを青枠で示す。また，拡大図に青枠で示したグループ

の平均化前後のせん断力及びせん断耐力を表 6－4 に示す。 

 

 

(a) せん断力分布全体図（隔壁） 

 

 

 

 

(b) せん断力分布拡大図（隔壁） 

図 6－3 せん断力分布図（隔壁） 

  

赤枠部分を拡大 

グループ 1 

1.28m 

1.27m 
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7. まとめ 

取水槽については，一部部材において照査用ひずみ及びせん断力が許容限界を越

えることから，基準類をもとに断面厚さの 1.0 倍以内で要素の主筋ひずみ及びせん

断力を平均化する妥当性を確認し，表 7－1 に示す部材を除き，平均化後の主筋ひず

み及びせん断力が許容限界を満足することを確認した。 

なお，同表に記載する部材については，要素の平均化を実施しても許容限界を満足

しないことから，「参考資料２ 部材モデルを用いた健全性評価について」により，

当該部材が健全であることを確認する。 

 

表 7－1 要素の平均化を実施しても許容限界を満足しない部材 

照査項目 
要素の平均化を実施しても 

許容限界を満足しない部材 

曲げ・軸力系の破壊に 

対する照査 
側壁，導流壁 

せん断破壊に 

対する照査 
導流壁 

 

参考文献 

1)コンクリート構造物の設計に FEM 解析を適用するためのガイドライン，日本コ 

ンクリート工学協会，1989 年 3 月 
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参考資料２ 部材モデルを用いた健全性評価について 

 

1. はじめに 

取水槽については，要求機能に応じた許容限界に基づき耐震評価を行っているが，

一部部材において照査用ひずみ及びせん断力が許容限界を越えることから，「参考資

料１ 照査用応答値の平均化について」において，基準類をもとに断面厚さの 1.0 倍

以内で要素の主筋ひずみ及びせん断力を平均化する妥当性を確認し，平均化後の主

筋ひずみ及びせん断力が許容限界を満足することを確認した。 

しかし，照査用ひずみ及びせん断力を平均化して合理的に評価したとしても，一部，

許容限界を上回る部材（要素）が含まれる。 

以上を踏まえ，本資料においては当該部材を対象に，部材としての損傷状況をより

精緻に確認する。 

 

2. 許容限界を超える部材 

図 2－1 に示す西側壁 1，東側壁 3 及び導流壁 1～5 については，照査用ひずみ及び

せん断力を平均化して合理的に評価したとしても，許容限界を上回る要素が含まれ

ている。表 2－1～表 2－3 に西側壁 1，東側壁 3 及び導流壁 1～5 の照査結果（要素の

平均化後）を示す。 

しかし，図 2－2～図 2－8 のひずみ分布図及びせん断照査図に示すとおり，許容限

界を超える西側壁 1，東側壁 3 及び導流壁 1～5 の要素の分布は局所的であり，部材

全体としてはおおむね弾性範囲に留まっていると考えられる。その裏付けとして，当

該部材について部材モデルを作成し，プッシュオーバー解析を実施することにより，

荷重－変位曲線から部材全体の損傷状況を確認することで，部材の健全性を確認す

る。 
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図 2－1 要素の平均化を実施しても許容限界を超過する部材位置（平面図） 

  

（単位:mm） 

西側壁 1 

東側壁 3 

導流壁 3 

導流壁 4 

導流壁 5 

導流壁 1 

導流壁 2 
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表 2－1 許容限界（限界ひずみ）を超える部材（西側壁 1） 

解析 

ケース 
地震動 時刻 

照査用主筋 

ひずみ＊ 

（平均化後） 

限界 

ひずみ 
照査値 

④ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 時刻 3 2025μ 1725μ 1.18 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ＋＋ 
時刻 3 2165μ 1725μ 1.26 

時刻 9 1765μ 1725μ 1.03 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

 

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）【時刻 3】 

  

解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）【左：時刻 3，右：時刻 9】 

図 2－2 許容限界（限界ひずみ）を超過する部材のひずみ分布図（西側壁 1）  
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表 2－2 許容限界（限界ひずみ）を超える部材（東側壁 3） 

解析 

ケース 
地震動 時刻 

照査用主筋 

ひずみ＊ 

限界 

ひずみ 
照査値 

④ Ｓｓ－Ｄ ―＋ 

時刻 2 1840μ 1725μ 1.07 

時刻 5 1840μ 1725μ 1.07 

時刻 7 1881μ 1725μ 1.10 

時刻 8 1827μ 1725μ 1.06 

⑤ Ｓｓ－Ｄ ―＋ 

時刻 2 1790μ 1725μ 1.04 

時刻 5 1833μ 1725μ 1.07 

時刻 7 1853μ 1725μ 1.08 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

  

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【左：時刻 2，右：時刻 5】 

 

  

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【左：時刻 7，右：時刻 8】 

図 2－3 許容限界（限界ひずみ）を超過する部材のひずみ分布図（東側壁 3） 
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解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【左：時刻 2，右：時刻 5】 

 

 

解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【時刻 7】 

図 2－4 許容限界（限界ひずみ）を超過する部材のひずみ分布図（東側壁 3） 
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表 2－3 許容限界（限界ひずみ）を超える部材（導流壁 3 及び 4） 

解析 

ケース 
地震動 時刻 

照査用主筋 

ひずみ＊ 

（平均化

後） 

限界 

ひずみ 
照査値 

④ Ｓｓ－Ｄ －＋ 時刻 1 1989μ 1725μ 1.16 

注記＊：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

 

  

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【時刻 1】 

図 2－5 許容限界（限界ひずみ）を超過する部材のひずみ分布図 

（左：導流壁 3，右：導流壁 4） 
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表 2－4 許容限界（せん断耐力）を超える部材（導流壁 1～5） 

解析 

ケース 
地震動 時刻 

照査用 

せん断力  

（平均化

後）(kN/m) 

せん断 

耐力(kN/m) 
照査値 

④ Ｓｓ－Ｄ －＋ 時刻 1 1805 1272 1.42 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

 

  

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【時刻 1】 

図 2－6 許容限界（せん断耐力）を超過する部材のせん断耐力照査値分布図 

（左：導流壁 3，右：導流壁 1） 

 

  

解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【時刻 1】 

図 2－7 許容限界（せん断耐力）を超過する部材のせん断耐力照査値分布図 

（左：導流壁 4，右：導流壁 2） 
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解析ケース⑤，Ｓｓ－Ｄ（－＋）【時刻 7】 

図 2－8 許容限界（せん断耐力）を超過する部材のせん断耐力照査値分布図 

（導流壁 5） 
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3. 部材モデルによる評価方針 

3.1 部材モデルの概要 

部材に着目した評価を実施するにあたり，当該部材の荷重－変位関係を明確化

する目的で，部材モデルを作成する。 

 

3.1.1 西側壁 1 

部材モデルは，本文「4.2.1 構造物のモデル化」に示す３次元構造解析モ

デルから，ストレーナエリアの西側壁 1 を取り出し，部材モデルを作成した。

西側壁 1 の部材モデルの概要を図 3－1 に示す。西側壁 1 の左右端及び下端が

他部材（隔壁及び中床版）と接しており面外変形しにくいことから，境界条件

を３辺固定とした。 

なお，境界条件以外の解析モデルの諸元については，３次元構造解析モデル

と同様であり，部材モデルが外的要因（当該部材に隣接する要求機能の異なる

他部材の変形等）によって影響を受けないため，着目部材の損傷が PHb の適用

範囲であるおおむね弾性の範囲に収まることを精度よく確認することが出来

る。 
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全体モデル（黄色：部材モデル対象箇所） 

 

部材モデル詳細図（赤線：固定条件） 

図 3－1 部材モデルの概要（西側壁 1） 
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3.1.2 東側壁 3 

部材モデルは，本文「4.2.1 構造物のモデル化」に示す３次元構造解析モ

デルから，海水ポンプエリア上部の東側壁 3 を取り出し，部材モデルを作成し

た。東側壁 3 の部材モデルの概要を図 3－2 に示す。東側壁 3 の左右端及び下

端が他部材（隔壁及び中床版）と接しており面外変形しにくいことから，境界

条件を３辺固定とした。 

 

全体モデル（黄色：部材モデル対象箇所） 

 

部材モデル詳細図（赤線：固定条件） 

図 3－2 部材モデルの概要（東側壁 3） 
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3.1.3 導流壁 1～5 

部材モデルは，本文「4.2.1 構造物のモデル化」に示す 3 次元構造解析モ

デルから，導流壁の中で平均化後の主筋ひずみ（PHb 範囲）が大きい部材であ

る導流壁 3 と，平均化後のせん断破壊に対する照査値（PHb 範囲）が大きい部

材である導流壁 4 を取り出し，部材モデルを作成した。 

主筋ひずみによる照査については，許容限界を超える要素が同程度のため，

照査値最大の要素がある導流壁 3 を対象とする。せん断力による照査につい

ては照査値が同程度であるため，照査値が 1.0 を超える要素が多い導流壁 4 を

対象とした。 

部材モデルの詳細図を図 3－3 に示す。図 3－4 に示す変形図から，上端の変

位が大きいことから下端固定とし，上端は全体モデルにおける変形を表現す

るために，部材頂部の要素に働く断面力である軸力ＦＸ，せん断力ＱＸ，モー

メントＭＸを載荷した（それぞれＸ方向の荷重，Ｚ方向の荷重，Ｙ軸周りのモ

ーメントとして部材頂部の節点に載荷）。 

 

図 3－3 部材モデル詳細図（導流壁 3 及び 4） 

（赤線：固定条件，黄線上の節点：断面力載荷位置） 

 

各節点に断面力を載荷 



 

（参考）2－13 

 

 

図 3－4 導流壁の変形図（全体モデル） 

 

なお，本３次元構造解析で使用する解析コード「ＦＩＮＡＳ／ＳＴＡＲ」で

は，固定部材との接点でのみ節点力（反力）が出力されるようになっている。

導流壁上端と接する中床版は固定されておらず，節点力（反力）が計測されな

いことから，断面力を使用して解析を実施する。断面力を荷重として割り振る

場合，以下の計算式を用いて 1 要素の断面力を算出している。 

 

断面力（kN/m）×要素長さ（m）＝1 要素の断面力（kN） 

 

また，1 要素の断面力は隣接する節点に均等に分配する。これらを合計した

値を節点荷重として載荷する。部材モデルの概要を図 3－5 及び図 3－6 に示

す。  
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断面力詳細(赤四角：載荷する断面力，黒四角：載荷先の節点荷重) 

図 3－5 導流壁部材モデルの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－6 断面力の分配方法 

  

断面力 

Ｘ軸方向の荷重 

Ｚ軸方向の荷重 Ｙ軸周りの荷重（モーメント） 

要素長さ 

1 要素当たりの断面力 

1 要素当たりの断面力を

隣接節点に均等に分配 

分配した断面力の合計

が節点荷重となる 

面内力, せん断力の正方向 モーメントの正方向 
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3.2 プッシュオーバー解析における荷重の載荷方法 

部材モデルに対しては，「2. 許容限界を超える部材」にて示した照査値が 1.0

を超える解析ケースにおける作用荷重（土圧や慣性力等による総荷重）を与える。

プッシュオーバー解析においては上述の作用荷重を 100%とし，荷重を 0%から 300%

まで 1%ずつ漸増させることで，部材全体の荷重－変位曲線を作成する。なお，変

位の抽出点は，最も変位の大きい部材上端の中心とする。 

 

3.3 荷重－変位曲線を踏まえた評価内容 

原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル・照査例（土

木学会，原子力土木委員会，2018 年）では，構造物全体系の挙動と照査指標の関

係を図 3－6 のとおり示しており，荷重－変位関係の第２折れ点に至るまでをおお

むね弾性範囲としている。 

本検討においては，部材モデルに対するプッシュオーバー解析より求まる荷重

－変位曲線より，荷重倍率 100%における変位が第２折れ点の手前であることを確

認することで，部材全体がおおむね弾性範囲にあり，PHb 工法適用部材として健全

であることを確認する。 

 

 

図 3－6 構造物全体系の挙動と照査指標の関係（赤枠を追記） 
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4. 部材モデルによる評価結果 

西側壁 1及び東側壁 3 の部材モデルについて，プッシュオーバー解析での荷重 100%

の主筋ひずみを図 4－1 及び図 4－2 に示す。また，プッシュオーバー解析により求

めた荷重－変位曲線を図 4－3 及び図 4－4 に示す。西側壁 1 及び東側壁 3 が，荷重

倍率 100%を十分に上回る範囲で第２折れ点に至っており，荷重倍率 100%における当

該部材が部材全体としておおむね弾性範囲にあることを確認した。 

 

 

  

（正面図）  （鳥瞰図）  

図 4－1 部材モデルにおける荷重 100%での主筋ひずみ（西側壁 1） 

 

 

 

  

（正面図）  （鳥瞰図）  

図 4－2 部材モデルにおける荷重 100%での主筋ひずみ（東側壁 3） 

 

 

 

変位取得位置 変位取得位置 

荷重方向 

変位取得位置 変位取得位置 

荷重方向 
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図 4－3 西側壁 1 に働く荷重倍率と相対変位の関係 

 

 

図 4－4 東側壁 3 に働く荷重倍率と相対変位の関係 

  

第２折れ点付近 

荷重 100% 

第２折れ点付近 

荷重 100% 
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導流壁 3 及び導流壁 4 の部材モデルの荷重 100%の変形図を図 4－5 に示す。全体モ

デルは上端と下端の変位の差が 0.03m 程度であるのに対し，部材モデルの変形も同

等であることから，適切な境界条件を設定していること確認した。また，プッシュオ

ーバー解析により求めた荷重－変位曲線を図 4－6 及び図 4－7 に示す。導流壁 3 及

び導流壁 4 が，荷重倍率 100%を十分に上回る範囲で第２折れ点に至っており，荷重

倍率 100%における当該部材が部材全体としておおむね弾性範囲にあることを確認し

た。 

 

 

（全体モデル） 

 

 

  

（鳥瞰図，導流壁 3）  （鳥瞰図，導流壁 4） 

図 4－5 部材モデルでの荷重 100%での変形図（導流壁 3 及び導流壁 4） 

 

荷重方向 荷重方向 

変位取得位置 変位取得位置 
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図 4－6 導流壁 3 に働く荷重倍率と相対変位の関係 

 

 

図 4－7 導流壁 4 に働く荷重倍率と相対変位の関係 

  

第２折れ点付近 

第２折れ点付近 

荷重 100% 

荷重 100% 
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5. まとめ 

取水槽については，要求機能に応じた許容限界に基づき耐震評価を行っているが，

要素の平均化を実施しても西側壁 1，東側壁 3 及び導流壁 1～5 において照査用ひず

み及びせん断力が許容限界を超過していた。そのため，当該部材について部材モデル

を作成し，プッシュオーバー解析を実施することにより，荷重－変位曲線から部材全

体でおおむね弾性範囲にあることを確認した。以上より，西側壁 1，東側壁 3 及び導

流壁 1～5 が部材としての健全性を有することを確認した。 
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参考資料３ ３次元構造解析モデルの妥当性について 

 

1. はじめに 

取水槽は，複数の妻壁及び隔壁を有する複雑な構造物であるため，３次元構造解析

により，構造部材の耐震評価を実施している。取水槽は，上流側から漸拡ダクト部，

除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレーナーエリアの４つのエリアから構

成されているが，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルは，漸拡ダクト部を除く

エリアを対象としてモデル化を実施している。 

本検討では，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト部をモデル

化対象に含めた３次元構造解析モデルの解析結果を比較し，耐震評価に使用する３

次元構造解析モデル化範囲に漸拡ダクト部を含めた場合の影響を確認する。 

 

2. 検討内容 

2.1 耐震評価に使用する３次元構造解析モデルの概要 

取水槽の平面図を図 2－1 に示す。取水槽は，複数の妻壁及び隔壁を有する複雑

な構造物であるため，３次元構造解析により，構造部材の耐震評価を実施している。

３次元構造解析に用いる地震時荷重算出にあたり，図 2－2～図 2－4 に示す除じん

機エリア，海水ポンプエリア及びストレ－ナエリアの中心を通る断面を地震時荷

重算出断面としている。 

図 2－5 に示す漸拡ダクト部については，除じん機エリア，海水ポンプエリア及

びストレーナーエリア（３エリアを合わせて以下「取水槽本体」という。）と別施

工となっており，取水槽本体は現場施工，漸拡ダクト部は別箇所にて制作し，現場

に運搬後据え付けられたもので両エリア間には施工ジョイント（継手部）があり，

止水を目的として図 2－6 に示す継手工が行われている。 

継手部は１次止水処理としてゴムガスケット，２次止水処置としてＭ型ジョイ

ントによる止水を行っている。また，不同沈下や地震時のずれ防止を目的としてス

リップバーを配置し，止水機能保持を目的として２次コンクリートを打設してい

る。 

このことから，取水槽本体と漸拡ダクト部は主筋が連続しておらず，一体化して

いない（縁が切れている）ことを確認している。 

以上を踏まえ，漸拡ダクト部を除いた除じん機エリア，海水ポンプエリア及びス

トレ－ナエリアを３次元構造解析モデルのモデル化範囲とし，非線形シェル要素

によりモデル化している。３次元構造解析モデルの鳥瞰図を図 2－7 に示す。  
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図 2－1 取水槽 平面図 

 

 

図 2－2 取水槽 断面図（除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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図 2－3 取水槽 断面図（海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 

 

 

 

図 2－4 取水槽 断面図（ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 

 

 

 

図 2－5 取水槽 断面図（漸拡ダクト部（Ｅ－Ｅ断面）） 

  

（単位:mm） 

（単位:mm） 

（単位:mm） 
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(ⅰ) 継手部付近の縦断図 

 

 

注：工事記録に赤線で主筋を追記 

(ⅱ) Ａ部詳細（底版）      (ⅲ)Ｂ部詳細（頂版） 

 

図 2－6 取水槽 継手工概要図 

 

Ａ部 

ゴムガスケット 

Ｍ型ジョイント 

Ｍ型ジョイント 

ゴムガスケット 

Ｂ部 
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図 2－7 ３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 
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2.2 漸拡ダクト部をモデル化範囲に含めた３次元構造解析モデル 

漸拡ダクト部については，「2.1 耐震評価に使用する３次元構造解析モデルの

概要」で示したとおり，構造物単体としては剛であるため，他の断面による評価に

包含されると判断できる。 

一方で，ジョイント要素よりも手前の除じん機エリアと接続している漸拡ダク

ト部の一部区間については，除じん機エリアとの接合部周辺に悪影響を与えるこ

とが懸念されるため，図 2－8 に示す範囲の漸拡ダクト部を非線形シェル要素によ

り３次元でモデル化し，耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト

部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデルの解析結果を比較する。 

図 2－9 に漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデルの鳥瞰図

を示す。漸拡ダクト部のモデル化にあたっては，図 2－10 に示す概略配筋図（Ｅ－

Ｅ断面）をもとに寸法及び鉄筋量を設定する。また，漸拡ダクト部の剛域設定につ

いては，図 2－11 に示すとおりとする。 

 

 

 

 

図 2－8 取水槽 縦断面（Ｄ－Ｄ断面） 

  

漸拡ダクト部 

モデル化範囲 

2700 

ｼﾞｮｲﾝﾄ部 
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図 2－9 漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデル（鳥瞰図） 
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図 2－10 取水槽 概略配筋図（Ｅ－Ｅ断面）  
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図 2－11 取水槽漸拡ダクト部 剛域設定範囲（赤範囲：剛域） 
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2.3 検討条件 

2.3.1 検討ケース 

漸拡ダクト部が存在することにより，除じん機エリアとの接合部周辺に与

える影響を確認するため，除じん機エリアとの接合部周辺の照査値が厳しく

なると考えられる地震動，解析ケース，時刻を用いて３次元構造解析を実施

する。 

表 2－1 に検討ケース及びケース選定の考え方を示す。1 方向の検討におい

ては，漸拡ダクト部と接する部材（底版，中床版，側壁，導流壁，妻壁）に

ついて，曲げ・軸力系の破壊に対する照査値及びせん断破壊に対する照査値

を確認し，照査値が最大となる地震動・時刻を選定する。照査結果を表 2－2

に示す。 

２方向の検討においては，本文「6.3.4 水平２方向載荷による評価結果」

に示す地震動・時刻を使用する。 

 

表 2－1 検討ケース及びケース選定の考え方 

ケース 

No. 

加振 

方向 
地震動 

解析 

ケース 
時刻 ケース選定の考え方 

1 
1 方向 

（東西） 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 
ケース④ 8.94s 

 漸拡ダクト部と接する部材（底版，

中床版，側壁，導流壁，妻壁）の曲

げ・軸力系の破壊及びせん断破壊

に対する照査値が最大となる地震

動・時刻 

2 

2 方向 

Ｓｓ－Ｄ 

（－＋） 

主方向 

ケース② 

従方向 

ケース⑦ 

30.73s 

 「6.3.4 水平２方向載荷による

評価結果」に示す地震動・時刻 

3 
Ｓｓ－Ｄ 

（＋＋） 

主方向 

ケース① 

従方向 

ケース⑥ 

30.73s 
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表 2－2 照査結果（1 方向検討ケース選定用） 

（曲げ・軸力系の破壊に対する照査） 

評価位置＊ 

最大照査用 

圧縮縁ひずみ

（μ） 

地震動 解析ケース 時刻 

底版 968 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

中床版 3117 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

側壁 1652 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

導流壁 2129 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

妻壁 752 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

 

（せん断破壊に対する照査） 

評価位置＊ 最大照査値 地震動 解析ケース 時刻 

底版 0.68 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 7 

中床版 － － － － 

側壁 0.93 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

導流壁 0.81 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 1 

妻壁 0.30 Ｓｓ－Ｄ（－＋） ケース④ 時刻 2 

注記＊：評価位置を図 2－12 に示す。 

 

 

図 2－12 １方向検討ケース選定用評価部材位置  
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2.3.2 漸拡ダクト部の境界条件 

常時及び地震時の境界条件及び荷重条件の概要を図 2－13 に示す。漸拡ダ

クト部底面の地盤ばねについては，耐震評価に使用する３次元構造解析モデ

ルで算出した取水槽底面のばね剛性を使用する。 

漸拡ダクト部に与える荷重については，除じん機エリアに発生する常時及

び地震時の荷重を設定する。漸拡ダクト部における荷重の組合せを表 2－3 に

示す。 

 

（常時） 

  

（地震時（1 方向））          （地震時（2 方向））  

図 2－13 境界条件及び荷重条件のイメージ図 

  

step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)

step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)step1：常時 step2：地震時(EW) step3：地震時(NS)
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表 2－3 漸拡ダクト部の荷重条件 

種別 荷重＊ 

常時荷重 
静止土圧 

静水圧 

地震時荷重 

地震時増分荷重 

慣性力 

動水圧 

注記＊：荷重のかかる位置（高さ）に応じた除じん機エリアの荷重を使用 

 

2.3.3 比較項目 

耐震評価に使用する３次元構造解析モデルと，漸拡ダクト部をモデル化対

象に含めた３次元構造解析モデルの解析結果の比較に当たり，漸拡ダクト部

と除じん機エリアの接合部周辺に与える影響を確認するため，断面力分布図

により評価を実施する。評価における着目点を表 2－4 に示す。 

 

表 2－4 解析結果の評価における着目点 

比較項目 着目点 

断面力 

 漸拡ダクト部モデル化の有無によって，発生断面力の分布

の傾向が大きく変わっていないか。 

 漸拡ダクト部と除じん機エリアの接合部周辺に応力集中し

ていないか。 

 発生断面力の最大値が大幅に変動していないか。 
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3. 比較結果 

3.1 比較結果（1 方向加振（ケース No.1）） 

1 方向加振（東西方向）による影響検討は，導流壁及び側壁の面外変形に影響を

及ぼすと考えられるため，図 3－1 に示す断面力に着目して確認する。なお，各部

材位置を図 3－2 に示す。 

図 3－3 及び図 3－4 に断面力のコンター図（鳥瞰図）を示す。また，図 3－5～

図 3－10 に各部材の断面力のコンター図を示す。曲げモーメント及びせん断力と

も，漸拡ダクト部のモデル化の有無による違いは見られず，おおむね同様の断面力

分布となっている。また，妻壁や側壁等，漸拡ダクト部の接続部に応力集中が発生

していないことから，漸拡ダクト部のモデル化による取水槽本体への影響はほぼ

ないものと考えられる。 

 

検討ケース 着目する断面力 

（1 方向加振（東西方向）） 

 

 

 

図 3－1 着目する断面力 

  

EW方向影響検討　着目断面力

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

EW方向影響検討　着目断面力

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向
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注：手前の側壁は非表示としている。 

図 3－2 評価部位の位置（再掲）＊ 

注記＊：部材位置を説明するための図であり，解析モデルとは異なる。 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 
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図 3－3 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.1） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

漸
拡
ダ
ク
ト
部
モ
デ
ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 

 

 

 

３
次
元
構
造
解
析
モ
デ
ル
（
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析
） 

  

図 3－4 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.1） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

側
壁
① 

  

側
壁
② 

  

底
版 

  

中
床
版
①
～
③ 

  

図 3－5 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.1） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

導
流
壁
① 

  

導
流
壁
② 

  

導
流
壁
③ 

  

導
流
壁
④ 

  

導
流
壁
⑤ 

  

図 3－6 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.1） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

分
離
壁
①
～
③ 

 

   

分離壁①   分離壁②  分離壁③ 

 

 

分離壁①  分離壁② 分離壁③ 

分
離
壁
④
～
⑤ 

 

 

分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

分離壁④ 分離壁⑤ 

控
壁
①
～
③ 

 

    

控壁①  控壁②  控壁③ 

 

       

控壁①  控壁②  控壁③ 

控
壁
④
～
⑤ 

 

  

控壁④   控壁⑤ 

 

  

控壁④  控壁⑤ 

図 3－7 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.1） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

側
壁
① 

  

側
壁
② 

  

底
版 

  

中
床
版
①
～
③ 

  

図 3－8 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.1） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

導
流
壁
① 

  

導
流
壁
② 

  

導
流
壁
③ 

   

導
流
壁
④ 

  

導
流
壁
⑤ 

  

図 3－9 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.1） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

分
離
壁
①
～
③ 

 

 

分離壁① 分離壁② 分離壁③ 

 

   

分離壁①  分離壁② 分離壁③ 

分
離
壁
④
～
⑤ 

 

  

分離壁④ 分離壁⑤ 

 

   

分離壁④  分離壁⑤ 

控
壁
①
～
③ 

 

     

控壁①  控壁②  控壁③ 

 

        

控壁① 控壁② 控壁③ 

控
壁
④
～
⑤ 

 

    

控壁④   控壁⑤ 

 

    

控壁④   控壁⑤ 

図 3－10 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.1） 
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3.2 比較結果（２方向加振（ケース No.2 及びケース No.3）） 

２方向加振による影響検討は，導流壁及び側壁の面外変形に加え，妻壁及び隔壁

の面外変形に影響を及ぼすと考えられるため，図 3－11 に示す断面力に着目して

確認する。 

ケース No.2 の断面力分布図（鳥瞰図）を図 3－12～図 3－16 に，各部材の断面

力分布図を図 3－17～図 3－31 に示す。また，ケース No.3 の断面力分布図（鳥瞰

図）を図 3－32～図 3－36 に，各部材の断面力分布図を図 3－37～図 3－51 に示す。

軸力，曲げモーメント及びせん断力とも，漸拡ダクト部のモデル化の有無による違

いは見られず，おおむね同様の断面力分布となっている。また，妻壁や側壁等，漸

拡ダクト部の接続部に応力集中が発生していないことから，漸拡ダクト部のモデ

ル化による取水槽本体への影響はほぼないものと考えられる。

検討ケース 着目する断面力 

（２方向加振） （断面①） 

（断面②） 

図 3－11 着目する断面力 

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

NS方向影響検討　着目断面力

表示断面
載荷方向

表示断面

せん断力(Qx)

曲げモーメント(Mx)

※漸拡ダクト部非表示

載荷方向

軸力(Ny)

せん断力(Qy)

曲げモーメント(My)

断面① 
断面② 
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 軸力Ｎｙ（kN/m） 

漸
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ク
ト
部
モ
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ル
化 

  

（漸拡ダクト部非表示） 
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図 3－12 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.2） 
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図 3－13 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.2） 
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析
）

図 3－14 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.2）
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図 3－15 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.2） 
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図 3－16 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.2） 
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図 3－17 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.2） 
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図 3－18 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.2） 
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 軸力Ｎｙ（kN/m） 
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図 3－19 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 
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図 3－20 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－21 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－22 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.2） 
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図 3－23 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.2） 
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 曲げモーメントＭｙ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 

導
流
壁
① 

  

導
流
壁
② 

  

導
流
壁
③ 

  

導
流
壁
④ 

  

導
流
壁
⑤ 

  

図 3－24 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.2） 

  



 

（参考）3－38 

 

 曲げモーメントＭｙ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－25 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 
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図 3－26 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－27 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.2） 

  



 

（参考）3－41 

 

 せん断力Ｑｘ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－28 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｙ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－29 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｙ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－30 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.2） 
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 せん断力Ｑｙ（kN/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－31 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.2） 
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図 3－32 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－33 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－34 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－35 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.3） 
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図 3－36 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－37 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－38 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－39 断面力図（軸力Ｎｙ（kN/m），No.3） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 

 漸拡ダクト部モデル化 ３次元構造解析モデル（本解析） 
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図 3－40 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－41 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.3） 
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 曲げモーメントＭｘ（kN・m/m） 
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図 3－42 断面力図（曲げモーメントＭｘ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－43 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－44 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－45 断面力図（曲げモーメントＭｙ（kN・m/m），No.3） 
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図 3－46 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.3） 
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図 3－47 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.3） 
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図 3－48 断面力図（せん断力Ｑｘ（kN/m），No.3） 
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図 3－49 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－50 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.3） 
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図 3－51 断面力図（せん断力Ｑｙ（kN/m），No.3） 
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4. まとめ 

取水槽の耐震評価に使用する３次元構造解析モデルに漸拡ダクト部を含めた場合

の影響を確認するため，漸拡ダクト部をモデル化対象に含めた３次元構造解析モデ

ルとの比較検討を実施した結果，漸拡ダクト部のモデル化の有無による断面力の違

いは見られず，また，漸拡ダクト部の接続部に応力集中が発生していないことから，

漸拡ダクト部のモデル化による取水槽本体への影響はほぼないものと考えられる。 

以上から，漸拡ダクト部をモデル化していない現行の３次元構造解析モデルが妥

当であることを確認した。 
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参考資料４ 照査時刻の選定の妥当性について 

 

1. はじめに 

取水槽の構造部材の健全性評価については，構造的特徴を踏まえ，損傷モードごと

及び部材ごとに評価が厳しくなる照査時刻（表 1－1）を選定している。取水槽の地

震応答解析断面は除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレーナエリアの 3 断

面あり，除じん機エリア及び海水ポンプエリアについては 1 断面当たり 9 時刻，スト

レーナエリアについては 8 時刻選定し，地震動 1 波あたり 26 時刻の照査を３次元構

造解析により耐震評価を実施している。なお，表 1－1 に示すとおり，右向き・左向

きに，荷重の載荷方向に着目して時刻を選定している。 

本検討では，表 1－1 に示す照査時刻（26 時刻）における地震時荷重の包絡（以下

「照査時刻包絡荷重」という。）と全時刻における地震時荷重の包絡（以下「全時刻

包絡荷重」という。）の深度分布を比較し，照査時刻以外の荷重状態が，耐震評価に

影響を及ぼすことがなく時刻選定が妥当であることを検証する。 

  



 

（参考）4－2 

 

表 1－1 照査時刻の考え方（1 断面当たり＊） 

 

注記＊：除じん機エリア及び海水ポンプエリアは時刻 1～時刻 9，ストレーナエリアは 

時刻 2～時刻 9 を選定しており，地震動 1 波当たり 26 時刻の照査を行う。  

照査
時刻

損傷
モード

荷重抽出時刻 抽出する応答値

時刻１
曲げ・軸力系

の破壊
壁

（面外）

下部構造における
頂底版間の層間変
位が最大となる時

刻

中部２節点，下部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻２

時刻３

時刻４
せん断破壊
（面外）

壁
（面外）

総水平荷重が最大
となる時刻

底面地盤せん断応
力の積算値

時刻５

時刻６

時刻７
せん断破壊
（面内）

壁
（面内）

面部材の層間変位
が最大となる時刻

上部２節点，中部
２節点の応答変位
を用いて回転成分
を除去した層間変

位

時刻８

時刻９

着目部位

上部構造における
各側壁の転倒曲げ
モーメントが最大

となる時刻

上部構造における
各側壁の水平荷重
が最大となる時刻

上部構造における
各側壁の上部荷重
が最大となる時刻

(上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧+上部構造側壁の
慣性力)×上部構造
のアーム長の積算

値

上部構造に隣接す
る側面地盤水平土
圧と上部構造側壁
の慣性力の積算値

上部構造に隣接す
る側面地盤の上半
分の水平土圧と側
壁の慣性力の積算

値

曲げ・軸力系
の破壊及び
せん断破壊
（面外）

せん断破壊
（面外）

曲げ・軸力系
の破壊

壁
（面外）

壁
（面外）

壁
（面外）
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2. 確認手順 

取水槽の照査時刻は，除じん機エリア及び海水ポンプエリアについては 1 断面当

たり 9 時刻，ストレーナエリアについては 8 時刻を選定しており，地震動 1 波当た

り合計 26 時刻の照査時刻について，図 2－1 及び図 2－2 に示す耐震評価フローに従

い，計 156 ケースの３次元構造解析による耐震評価を行っている。 

取水槽の耐震評価における照査時刻の妥当性の検証は，図 2－3 に示す確認フロー

に基づき行うこととし，選定した 26 時刻とは異なる時刻における荷重状態が，耐震

評価に影響を及ぼさないことを確認する。 

照査時刻包絡荷重及び全時刻包絡荷重の定義を，表 2－1 に示す。 

確認方法は，取水槽の耐震評価で選定した照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の

深度分布を比較し，照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の大小関係を確認する。照査

時刻包絡荷重が全時刻包絡荷重を包含していない場合は，包含していない時刻を抽

出し，その時刻の荷重状態が取水槽の耐震評価に影響を与える可能性があるかを確

認する。なお，取水槽が地中構造物であり，主たる荷重が土圧であることを踏まえ，

地震時荷重は土圧に着目する。 

 

表 2－1 用語の定義（照査時刻包絡荷重及び全時刻包絡荷重） 

 定義 

照査時刻 

包絡荷重 

 地震応答解析から抽出される東西側壁に作用する地震時荷重の

うち，３次元構造解析に使用する照査時刻（取水槽の構造的特徴

を踏まえて損傷モードごと及び部材ごとに評価が厳しくなるよ

う設定した時刻（9 時刻／断面＊））における深度ごとの最大地

震時荷重を包絡したもの 

全時刻 

包絡荷重 

 地震応答解析から抽出される東西側壁に作用する全時刻の深度

ごとの最大地震時荷重を包絡したもの 

注記＊：ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）については 8 時刻。全 3 断面で 26 時刻 
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図 2－1 耐震評価フロー（基本フロー（地震動１波に対する評価フロー）） 

  

地震動１波に対する評価開始 

地震応答解析 
（２次元時刻歴応答解析） 

地震時荷重の算定 

３次元構造解析： 
照査時刻に対応する除じん機エリア，海水ポンプエリア 

及びストレーナエリアの各々の荷重を載荷 

構造部材の健全性評価 
Ａ：曲げ・軸力系の破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｂ：せん断破壊に対する照査 

（照査時刻：地震動１波当たり 26 時刻） 

終了 

照査時刻の選定： 
損傷モード毎及び部材毎に評価が厳しくなる時刻を選定 

（地震動１波当たり 26 時刻） 

Ｃ：基礎地盤の支持力照査 
（照査時刻： 

接地圧が最大となる時刻） 
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図 2－2 耐震評価フロー（取水槽の３次元構造解析フロー） 

  

評価開始

弱軸方向に対する評価

地震時荷重算出断面及び解析手法の選定
弱軸方向：3断面（除じん機エリア，海水ポンプエリア，ストレーナエリア）

解析手法：有効応力解析

（ア）基本ケース（地盤物性：平均値）

（イ）地盤物性のばらつきを考慮したケース

（ウ）非液状化を考慮したケース（解析手法：全応力解析）

（エ）更に照査値が大きくなる可能性がある場合は更なる解析ケースを実施

地震動12波（基準地震動Ｓｓ（6波）＋位相反転を考慮した地震動（6波））に対して基本フローを
実施

地震動選定方針により選定した地震動に対して，以下の条件にて基本フローを実施
〇地震動選定方針
・照査値が0.5を超える照査項目について，最も厳しい地震動を各１波選定（最大3波）
・全ての項目の照査値が0.5以下の場合は，照査値が最も厳しい地震動を１波選定

（イ）における地震動選定方針により選定した地震動に対して，以下の条件にて基本フローを実施

（オ）水平２方向載荷に対する評価

評価終了

以下の荷重の組合せにて３次元構造解析による照査を１ケース実施
〇主方向荷重：
弱軸方向ケースのうち，最も照査値が厳しい地震動，時刻での荷重

〇従方向荷重：
主方向荷重と同じ地震動，時刻における強軸方向（弱軸方向と直交する南北方向）ケースの荷重

最大ケース数
地震応答解析 36ケース（3断面×12波）
３次元構造解析による照査 312ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×12波）

地盤物性
上記地震動選定方針により

選定した地震動
平均値＋１σ
平均値－１σ

最大ケース数
地震応答解析 18ケース（3断面×3波×2物性）
３次元構造解析による照査 156ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×3波×2物性）

地盤物性
上記地震動選定方針により

選定した地震動
平均値
平均値＋１σ

最大ケース数
地震応答解析 18ケース（3断面×3波×2物性）
３次元構造解析による照査 156ケース（（2断面×9時刻＋1断面×8時刻）×3波×2物性）
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注記＊：深度方向の地震時荷重の分布の確認や３次元構造解析を行い確認する。 

図 2－3 確認フロー 

  

検討終了 

照査時刻包絡荷重が 

全時刻包絡荷重を 

包含しているか。 

照査時刻の選定 

（地震動１波当たり 26 時刻） 

地震時荷重の整理 

 選定した照査時刻（26 時刻）の地震時荷重の包絡の算定地震時荷重（照査

時刻包絡荷重）の算定 

 全時刻の地震時荷重（全時刻包絡荷重）の算定 

全時刻包絡荷重に包含されて 

いない地震時荷重の分布を 

時刻ごとに確認 

取水槽の照査時刻に追加 

検討開始 

取水槽の耐震評価に 

影響を与える 

照査時刻か。＊ 

Yes 

Yes 

No 

No 
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3. 確認結果 

3.1 地震時荷重の整理 

取水槽の耐震評価において選定した 26 時刻による照査時刻包絡荷重と全時刻包

絡荷重の比較を行う。比較に使用する地震動は，本文「6.2 ３次元構造解析結果」

に示すとおり，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊に対する照査のうち，照査値が

最も厳しいＳｓ－Ｄ（－＋），解析ケース②とする。 

除じん機エリア，海水ポンプエリア及びストレーナエリアの各断面の照査時刻

包絡荷重と全時刻包絡荷重の比較結果を図 3－1～図 3－3 に示す。 

図 3－3 のストレーナエリアの両側壁に作用する地震時荷重（土圧）については，

照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重がおおむね一致していることが確認できる。

一方，除じん機エリア及び海水ポンプエリアについては，一部の範囲において，照

査時刻包絡荷重が全時刻包絡荷重を包含できておらず，その差が大きい箇所（図 3

－1 の①，②及び図 3－2 の①，②）があることから，当該箇所の時刻を抽出し，

取水槽の耐震評価への影響を確認する。 
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図 3－1 地震時荷重（土圧）の比較（除じん機エリア） 

 

図 3－2 地震時荷重（土圧）の比較（海水ポンプエリア） 

 

図 3－3 地震時荷重（土圧）の比較（ストレーナエリア） 
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3.2 取水槽の耐震評価への影響確認 

取水槽の各エリアにおいて照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の差が大きい箇

所（深度）について，地震時荷重が最大となる時刻を抽出し，取水槽の耐震評価

への影響を確認する。 

図 3－1～図 3－3 に示す地震時荷重の比較結果から，照査時刻包絡荷重と全時

刻包絡荷重の差が大きい箇所（深度）は以下のとおりとなる。 

(1) 除じん機エリア 

① 東側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近 

② 西側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近 

(2) 海水ポンプエリア 

① 東側：EL.-5.00m～EL.-10.75m 付近 

② 西側：EL.-7.30m～EL.-10.75m 付近 

(3) ストレーナエリア 

取水槽の両側壁に作用する地震時荷重については，照査時刻包絡荷重と全時

刻包絡荷重がおおむね一致している。 
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3.2.1 除じん機エリアへの影響確認 

(1) 「東側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度において，全時刻包絡荷重から地震時荷重が大きくなる時刻（18.98

秒，8.86 秒）を抽出し，当該抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重を比較

した結果を図 3－4 に示す。 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－1 の再掲） 

 

 「東側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒）の比較 

 

 EL.-7.60m～-10.70m 付近おいては，抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒）の地震時荷重

（青，緑）が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけで

なく，中床版付近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考え

られるが，別途，総水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定してい

る。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（18.98 秒，8.86 秒）の比較を

図 3－5 に示す。 

図 3－4 荷重比較図（図 3－1 の①に着目）  
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抽出時刻（18.98 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

抽出時刻（8.86 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

 抽出時刻（18.98 秒）は，側面全体に土圧が加わっていることから，総水平荷重に

影響を与えると考えられ，両側面で同等の土圧となっているため，当該時刻におけ

る取水槽への影響は小さい考えるが，照査時刻包絡荷重で確認されない荷重がある

ため，当該時刻における３次元構造解析を実施しその影響を確認する。 

 表 3－1 及び表 3－2 の照査結果から，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して十分な

裕度があることを確認した。 

 抽出時刻（8.86 秒）は，照査時刻 4 と同等の土圧であることが確認できる。 

 

以上より，当該荷重による除じん機エリアへの耐震評価に影響はないと考えられ

る。 

図 3－5 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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表 3－1 ３次元構造解析結果（曲げ・軸力系の破壊，18.98s に着目） 

評価部材 

照査用ひずみ＊1,2 

コンクリートの 

圧縮ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

主筋ひずみ 

 

（許容限界：1725μ） 

面内せん断 

ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

底版 ‐ - - 

中床版 
491μ 

（1613μ） 

129μ 

（1624μ） 
- 

側壁 
275μ 

（1973μ） 

245μ 

（1302μ） 
- 

隔壁 
418μ 

（1132μ） 

89μ 

（1556μ） 

233μ 

（1500μ） 

導流壁 - - - 

妻壁 - - 
110μ 

（1782μ） 

分離壁 
47μ 

（183μ） 

34μ 

（264μ） 
- 

控壁 - - - 

注記＊1：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

＊2：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 

  



 

（参考）4－13 

 

表 3－2 ３次元構造解析結果（せん断破壊，18.98s に着目） 

評価部材 照査値＊1 

底版 
0.34 

（0.68） 

中床版 
0.60 

（0.98） 

側壁 
0.92 

（1.12）＊2 

隔壁 
0.27 

（0.94） 

導流壁 
0.30 

（0.8） 

妻壁 
0.34 

（0.46） 

分離壁 
0.09 

（0.31） 

控壁 
0.16 

（0.44） 

注記＊1：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 

＊2：線形被害則の適用により許容限界を満足することを確認した。 
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(2) 「西側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度おいて，全時刻包絡荷重から地震時荷重が大きくなる時刻（10.10

秒，14.64 秒）を抽出し，当該抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重を比較

した結果を図 3－6 に示す。 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－1 の再掲） 

 

 「西側：EL.-7.60m～EL.-10.70m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒）の比較 

 

 EL.-7.60m～-10.70m 付近においては，抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒）の地震時荷

重（青，緑）が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけ

でなく，中床版付近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考

えられるが，別途，総水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定してい

る。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（10.10 秒，14.64 秒）の比較を

図 3－7 に示す。 

図 3－6 荷重比較図（図 3－1 の②に着目）  
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抽出時刻（10.10 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

抽出時刻（14.64 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

 抽出時刻（10.10 秒,14.64 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きく

なっており，東西の土圧を反転すると照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，

照査時刻 4 については，構造物の評価に与える影響は小さいこともあり，当該荷重

による除じん機エリアへの耐震評価に影響は小さいと考えるが，照査時刻包絡荷重

で確認されない荷重があるため，抽出時刻のうち荷重の大きい 10.10 秒における３

次元構造解析を実施しその影響を確認する。 

 表 3－3 及び表 3－4 の照査結果から，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して十分な

裕度があることを確認した。 

 

以上より，当該荷重による除じん機エリアへの耐震評価に影響はないと考えられ

る。 

図 3－7 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 

  

8.80

3.50

-10.70

E
.L
.
 (
m
)

- 1.35

8.80

3.50

-10.70

- 1.35

除じん機 照査時刻 4除じん機 10.10s

8.80

3.50

-10.70

E
.L
.
 (
m
)

- 1.35

8.80

3.50

-10.70

- 1.35

除じん機 照査時刻 4除じん機 14.64s



 

（参考）4－16 

 

表 3－3 ３次元構造解析結果（曲げ・軸力系の破壊，10.10s に着目） 

評価部材 

照査用ひずみ＊1,2 

コンクリートの 

圧縮ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

主筋ひずみ 

 

（許容限界：1725μ） 

面内せん断 

ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

底版 - - - 

中床版 
544μ 

（1613μ） 

554μ 

（1624μ） 
- 

側壁 
266μ 

（1973μ） 

225μ 

（1302μ） 
- 

隔壁 
411μ 

（1132μ） 

130μ 

（1556μ） 

290μ 

（1500μ） 

導流壁 - - - 

妻壁 - - 
154μ 

（1782μ） 

分離壁 
48μ 

（183μ） 

40μ 

（264μ） 
- 

控壁 - - - 

注記＊1：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

＊2：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 
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表 3－4 ３次元構造解析結果（せん断破壊，10.10s に着目） 

評価部材 照査値＊1 

底版 
0.40 

（0.68） 

中床版 
0.64 

（0.98） 

側壁 
0.87 

（1.12）＊2 

隔壁 
0.66 

（0.94） 

導流壁 
0.50 

（0.8） 

妻壁 
0.36 

（0.46） 

分離壁 
0.10 

（0.31） 

控壁 
0.17 

（0.44） 

注記＊1：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 

＊2：線形被害則の適用により許容限界を満足することを確認した。 
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3.2.2 海水ポンプエリアへの影響確認 

(1) 「東側：EL.-5.00m～EL.-10.75m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度おいて，全時刻包絡荷重から地震時荷重が大きくなる時刻（7.89 秒，

18.98 秒）を抽出し，当該抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重を比較した

結果を図 3－8 に示す。 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－2 の再掲） 

 

 「東側：EL.-5.00m～EL.-10.75m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒）の比較 

 

 EL.-5.00m～-10.75m 付近おいては，抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒）の地震時荷重

（青，緑）が全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけで

なく，中床版付近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考え

られるが，別途，総水平荷重が最大となる時刻（表 1-1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（7.89 秒，18.98 秒）の比較を

図 3－9 に示す。 

図 3－8 荷重比較図（図 3－2 の①に着目）  
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抽出時刻（7.89 秒）と照査時刻 4 の比較 

抽出時刻（18.98 秒）と照査時刻 4 の比較 

 抽出時刻（7.89 秒, 18.98 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きく

なっており，照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，照査時刻 4 については，

構造物の評価に与える影響は小さいこともあり，当該荷重による海水ポンプエリア

への耐震評価に影響は小さいと考えるが，照査時刻包絡荷重で確認されない荷重が

あるため，抽出時刻のうち荷重の大きい 18.98 秒における３次元構造解析を実施し

その影響を確認する。

 表 3－5 及び表 3－6 の照査結果から，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して十分な

裕度があることを確認した。

以上より，当該荷重による海水ポンプエリアへの耐震評価に影響はないと考えら

れる。 

図 3－9 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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表 3－5 ３次元構造解析結果（曲げ・軸力系の破壊，18.98s に着目） 

評価部材 

照査用ひずみ＊1,2 

コンクリートの 

圧縮ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

主筋ひずみ 

 

（許容限界：1725μ） 

面内せん断 

ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

底版 - - - 

中床版 
491μ 

（1613μ） 

129μ 

（1624μ） 
- 

側壁 
275μ 

（1973μ） 

245μ 

（1302μ） 
- 

隔壁 
418μ 

（1132μ） 

89μ 

（1556μ） 

233μ 

（1500μ） 

導流壁 - - - 

妻壁 - - 
110μ 

（1782μ） 

分離壁 
47μ 

（183μ） 

34μ 

（264μ） 
- 

控壁 - - - 

注記＊1：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（=1.2） 

＊2：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 
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表 3－6 3 次元構造解析結果（せん断破壊，18.98s に着目） 

評価部材 照査値＊1 

底版 
0.34 

（0.68） 

中床版 
0.60 

（0.98） 

側壁 
0.92 

（1.12）＊2 

隔壁 
0.27 

（0.94） 

導流壁 
0.30 

（0.8） 

妻壁 
0.34 

（0.46） 

分離壁 
0.09 

（0.31） 

控壁 
0.16 

（0.44） 

注記＊1：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 

＊2：線形被害則の適用により許容限界を満足することを確認した。 
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(2) 「西側：EL.-7.30m～EL.-10.75m 付近」における耐震評価への影響 

当該深度おいて，全時刻包絡荷重から地震時荷重が最大となる時刻（10.09

秒）を抽出し，当該抽出時刻の地震時荷重と全時刻包絡荷重を比較した結果を

図 3－10 に示す。 

全時刻包絡と照査時刻包絡の比較（図 3－2 の再掲） 

  

 「西側：EL.-7.30m～EL.-10.75m 付近」において，全時刻包絡との差が大きい。 

 当該位置で地震時荷重が大きくなる時刻を抽出 

全時刻包絡と抽出時刻（10.09 秒）の比較 

 

 EL.-7.30m～-10.75m 付近おいては，抽出時刻（10.09 秒）の地震時荷重（青）が

全時刻包絡（赤）を包含している。これらの荷重は，底版付近だけでなく，中床

版付近でも比較的大きくなっており，総水平荷重に影響を与えると考えられるが，

別途，総水平荷重が最大となる時刻（表 1－1 の時刻 4）を選定している。 

 総水平荷重が最大となる時刻（時刻 4）と抽出時刻（10.09 秒）の比較を図 3－11

に示す。 

図 3－10 荷重比較図（図 3－2 の②に着目） 
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抽出時刻（10.09 秒）と照査時刻 4 の比較 

 

 抽出時刻（10.09 秒）の荷重は，底版だけでなく，中小版付近でも大きくなってお

り，照査時刻 4 と近い傾向となっている。また，照査時刻 4 については，構造物の

評価に与える影響は小さいと考えるが，照査時刻包絡荷重で確認されない荷重があ

るため，当該時刻における３次元構造解析を実施しその影響を確認する。 

 表 3－7 及び表 3－8 の照査結果から，曲げ・軸力系及びせん断破壊に対して十分な

裕度があることを確認した。 

 

以上より，当該荷重による海水ポンプエリアへの耐震評価に影響はないと考えら

れる。 

図 3－11 荷重比較図（照査時刻 4 との比較） 
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表 3－7 ３次元構造解析結果（曲げ・軸力系の破壊，10.09s に着目） 

評価部材 

照査用ひずみ＊1,2 

コンクリートの 

圧縮ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

主筋ひずみ 

 

（許容限界：1725μ） 

面内せん断 

ひずみ 

（許容限界：2000μ） 

底版 - - - 

中床版 
476μ 

（1613μ） 

491μ 

（1624μ） 
- 

側壁 
269μ 

（1973μ） 

233μ 

（1302μ） 
- 

隔壁 
374μ 

（1132μ） 

99μ 

（1556μ） 

237μ 

（1500μ） 

導流壁 - - - 

妻壁 - - 
147μ 

（1782μ） 

分離壁 
49μ 

（183μ） 

35μ 

（264μ） 
- 

控壁 - - - 

注記＊1：照査用ひずみ＝発生ひずみ×構造解析係数γａ（＝1.2） 

＊2：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 
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表 3－8 ３次元構造解析結果（せん断破壊，10.09s に着目） 

評価部材 照査値＊1 

底版 
0.38 

（0.68） 

中床版 
0.57 

（0.98） 

側壁 
0.81 

（1.12）＊2 

隔壁 
0.43 

（0.94） 

導流壁 
0.37 

（0.8） 

妻壁 
0.36 

（0.46） 

分離壁 
0.09 

（0.31） 

控壁 
0.15 

（0.44） 

注記＊1：括弧内の数値は，工認照査時刻の照査結果を示す。 

＊2：線形被害則の適用により許容限界を満足することを確認した。 
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4. まとめ 

取水槽の３次元構造解析による耐震評価で選定している照査時刻の妥当性を検証

するために，取水槽の耐震評価で選定した 26 時刻による照査時刻包絡荷重と全時刻

包絡荷重の比較を行った。照査時刻包絡荷重と全時刻包絡荷重の差が大きい箇所（深

度）において，地震時荷重が最大となる時刻を抽出し，土圧分布形状の確認や追加の

３次元構造解析により耐震評価への影響を確認した。 

照査時刻の荷重より大きい荷重は，底版付近に大きく作用している荷重であり，取

水槽の耐震性に影響を及ぼす荷重ではないこと及び現設計で実施している照査時刻

の選定が妥当であることを確認した。 
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参考資料５ 止水機能が要求される部材に対する漏水量評価について 

 

1. はじめに 

図 1－1 に示す取水槽の海水ポンプエリア及び循環水ポンプエリアについては，Ｓ

クラスの機器・配管が設置され，浸水防護重点化範囲として設定されている。このた

め，取水槽には，津波時に部材からの漏水によりＳクラスの機器・配管の安全機能を

損なうことがないよう，止水機能が要求される。 

止水機能を損なわないことの確認において，曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界

は，コンクリートの圧縮ひずみ及び主筋ひずみについて部材降伏に相当するひずみ

（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）とする。また，せん断破

壊に対する許容限界は，「土木学会マニュアル」に基づくせん断耐力とする。 

本文「6.2 ３次元構造解析結果」に示すとおり，３次元構造解析による耐震評価

から，おおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できる。 

一方で，止水機能に対する許容限界のうち面内変形に対しては，面内せん断ひずみ

が「ＪＥＡＧ４６０１－1987」で規定されているスケルトンカーブの第一折点（γ１）

（以下「γ１」という。）を下回れば面内せん断ひび割れは発生せず水密性はあると

考えられる。γ１を超過する場合は漏水量を算定し，止水機能を損なうおそれがない

ことを評価することとしていることから，止水機能が要求される部材のうち，面内せ

ん断ひずみがγ1 を超過した部材に対して，漏水量を算定する。 

本資料は，取水槽の３次元構造解析を行った上で漏水量を確認するものである。 

なお，当初は，漏水が懸念される部材に対してソリッドモデルを作成し，漏水量評

価を実施する計画であったが，耐震評価の結果，面内せん断ひずみが当初想定よりも

小さく，また面内せん断ひずみがγ1 を超過する要素の範囲が限定的であったことか

ら，保守的な解析結果となるシェルモデルを使用しても評価可能と判断し，耐震評価

で使用する非線形シェルモデルにより漏水量評価の解析を実施した。 
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図 1－1 取水槽の浸水想定範囲  
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2. 評価フロー 

漏水量評価の評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 漏水量評価フロー 

  

評価開始 

評価対象部材の選定 

漏水量算定 

Yes 

No 

部材の面内せん断 

ひずみがγ1 より 

小さい 

３次元構造解析及び代表部材選定 

評価終了 
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3. 評価対象部材の選定 

取水槽における止水機能が要求される範囲（部材）を図 3－1 に示す。止水機能は，

「津波の押し波時における外郭防護」，「地下水位の上昇に伴う内部溢水」及び「循

環水管単一破損時における内部溢水」の 3 つの観点に対し，部材からの漏水により，

海水ポンプエリア等に浸水し，Ｓクラスの機器及び配管等の安全機能を損なうこと

がないよう止水することができることが要求される機能である。それぞれの観点か

ら止水機能が要求される部材を表 3－1 に整理する。 

「観点 1」は，基準地震動Ｓｓを経験した後，津波の押し波に対する止水機能であ

り，除じん機エリアから流入する津波に対する止水として隔壁②-1，②-2，隔壁③-

1，分離壁②，③及び中床版②が，水路部からの止水に対して中床版②が該当する。 

「観点 2」は，地下水位の上昇に伴う静水圧の増加による地下水の侵入に対する止

水機能であり，取水槽周辺の地下水に対する止水として海水ポンプエリア及び循環

水ポンプエリアの側壁①，②が該当する。 

「観点 3」は，循環水管単一破損時における海水ポンプエリアへの内部溢水に対す

る止水として隔壁④が該当する。 

本検討では，「観点 1」～「観点 3」のうち，基準地震動Ｓｓを経験した後に津波

荷重を受ける「観点 1」が部材にとって最も厳しい状態となると考えられるため，「観

点 1」に着目して評価対象部材を選定する。 
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図 3－1 止水機能が要求される部材の範囲 

  

隔壁②-1

隔壁④

側壁①

側壁②

中床版②

隔壁②-2

隔壁③-1

分離壁③

分離壁②
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表 3－1 各観点に対して止水機能が要求される部材 

  

 事象 
止水機能が 

要求される部材 

Ｓｓに対する 

止水機能要求 

（観点 1） 

津波の押し波時に 

おける外郭防護 

 

基準地震動Ｓｓを経験した後，取水路を経

路として津波が流入し，押し波が部材に作

用した際に求められる止水機能 

隔壁②-1，②-2，

隔壁③-1， 

分離壁②，③ 

中床版② 

有 

（観点 2） 

地下水の侵入による内

部溢水 

 

地下水位が上昇し，静水圧の増加による地

下水位の侵入に求められる止水機能 

側壁①，② 有 

（観点 3） 

循環水管単一破損時に

おける内部溢水 

 

循環水管が単一で損傷し，循環水ポンプエ

リアに溢水した際に求められる止水機能 

隔壁④ 有 
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4. ３次元構造解析及び代表部材選定

止水機能に影響を及ぼすコンクリートのひび割れは，部材の面外変形及び面内変

形に起因する。面外変形については，照査用ひずみ及び照査用せん断力が，部材降伏

に相当する限界ひずみ（コンクリートの圧縮ひずみ 2000μ，主筋ひずみ 1725μ）及

びせん断耐力を下回り，漏水が生じるような貫通ひび割れは発生しないことを確認

している。一方，面内変形については，面内せん断力により部材を貫通するようなひ

び割れの発生が考えられることから，漏水量評価を行う代表部材は，面内せん断ひず

みに着目して選定する。 

基準地震動Ｓｓに対し，３次元構造解析を実施し算出した各部材の最大面内せん

断ひずみ及びγ１を表 4－1 に示す。耐震評価の結果，中床版が最も面内せん断ひず

みが大きく，かつγ１を超過することから，中床版を代表部材として選定し，漏水量

評価を実施する。 

表 4－1 評価対象部材の最大面内せん断ひずみ算定結果 

部位 
解析 

ケース
地震波 

面内せん断 

ひずみ 

第一折点 

γ１
＊ 

中床版 ⑤ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 2001μ 146μ 

隔壁 ① Ｓｓ－Ｄ（＋－） 1037μ 146μ 

分離壁 ④ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 110μ 146μ 

注記＊：耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブの第一折点γ 1を図 4－1 に示す。 

図 4－1 耐震壁のトリリニア・スケルトンカーブ（τ－γ関係）と評価式 

146 
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5. 漏水算定 

5.1 漏水算定フロー 

漏水量算定フローを図 5－1 に示す。漏水量評価は，基準地震動Ｓｓを経験した

後に，独立事象として，日本海東縁部の地震発生に伴う基準津波が襲来し，除じん

機エリアの水位が上昇し，水位が最高水位となった状態を想定する。漏水量評価に

おいて想定するケースの概念図を図 5－2 に示す。 

漏水量は，３次元構造解析によりひび割れ幅及びひび割れ長さを算定して評価

を行う。なお，解析モデルは，耐震評価に用いる３次元構造解析モデルとし，解析

コード「ＦＩＮＡＳ／ＳＴＡＲ」を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 漏水量算定のフロー 

  

【基準地震動Ｓｓによる漏水量評価のための３次元構造解析】 

基準地震動Ｓｓを経験した後のひび割れ状態を再現するために，基準地震

動Ｓｓに対する３次元構造解析を行う。 

（面外荷重載荷（交番載荷），面内荷重載荷（交番載荷）） 

【基準津波による静水圧の載荷】 

基準地震動Ｓｓを経験後の基準津波（日本海東縁，取水槽における津波高

さ：10.6m）の襲来を想定し，津波時の静水圧を載荷する。 

【漏水量の算定】 

ひび割れ面に直交するひずみより，ひび割れ幅及びひび割れ長さを算定

し，ひび割れに対する漏水量を算定する。 

Step1 

Step2 

Step3 
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図 5－2 漏水量評価を行う想定ケースの概念図 

  

▽

：基準津波時浸水範囲 

：基準津波時浸水範囲 
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5.2 基準地震動Ｓｓによる漏水量評価のための３次元構造解析（Step1） 

耐震評価において，面内せん断ひずみが大きく算出された地震応答解析ケース

（Ｓｓ－Ｄ（－＋），解析ケース⑤）における地震時増分荷重を用いて，漏水量評

価のための３次元構造解析を実施する。 

はじめに，水平 2 方向同時載荷を想定するため，中床版②の南北方向断面に対し

て，図 5－3 に赤丸及び青線で示す部材の水平方向の相対変位が最大となる時刻の

地震時増分荷重を抽出し，当該荷重及び位相反転（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））した同時刻

の荷重を３次元構造解析モデルに交番載荷する。 

次に，中床版②の東西方向断面に対して，図 5－4 に赤丸及び青線で示す部材の

水平方向の相対変位が最大となる時刻の地震時増分荷重を抽出し，当該荷重及び

位相反転（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））した同時刻の荷重を３次元構造解析モデルに交番載

荷する。 

載荷方法の概念図を図 5－5 に示す。 

図 5－3 荷重抽出時刻選定部材（南北断面（Ｄ－Ｄ断面）） 

図 5－4 荷重抽出時刻選定部材（東西断面（Ｂ－Ｂ断面）） 
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図 5－5 載荷方法の概念図 
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5.3 基準津波による静水圧の載荷（Step2） 

基準地震動Ｓｓの経験後の基準津波（日本海東縁，取水槽における津波高さ：

10.6m）の襲来を想定し，Step1 の結果を引継いだ状態で，津波の浸水を考慮し，

基準津波による静水圧を３次元モデルに載荷する。 

 

5.4 漏水量の算定（Step3） 

Step1 から得られる，ひび割れ面に直交するひずみ（以下「ひび割れ法線方向

ひずみ」という。）を用いて，漏水量を算定する。具体的なひび割れ評価及び漏

水量の算定方法は以下の(1)～(5)のとおりである。 

 

(1) 各要素に発生するひび割れ法線方向ひずみ（最大主ひずみ）及びひび割

れ法線角（最大主ひずみ方向）を算定する。なお，ひび割れ本数は要素内

で 1 本とし，ひび割れ長さは要素の端から端まで到達しているとする。 

(2) 算定したひび割れ法線方向ひずみ（最大主ひずみ）とひび割れ法線角（最

大主ひずみ方向）からひび割れ幅を算定する（図 5－6）。 

(3) 各要素で算定したひび割れ幅及びひび割れ長さから，「コンクリートの

ひび割れ調査，補修・補強指針-2009-付：ひび割れの調査と補修・補強事

例（社団法人日本コンクリート工学協会）」に示される式に基づき各要素

の漏水量を算定し，これらを合計し総漏水量を算定する（式 5－1 参照）。 

(4) 漏水量を保守的に評価するため，各要素に発生するひずみは，シェル要

素の Top と Bottom のひずみを比較し，大きい値を採用し，そのひび割れ

が貫通するものとして漏水量を評価する。 

(5) 各要素で算定したひび割れ幅及びひび割れ長さから漏水量を算定する。 
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図 5－6 ひび割れ幅の算定方法の概念図 
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【漏水量算定式】 

Q=𝐶ｗ
𝐿∙ｗ

3
∙𝛥ｐ

12𝜈∙𝑡
    （式 5－1） 

 

ここで， 

・Q ：漏水量（mm3/s） 

・Cｗ ：低減係数 

・L ：ひび割れ長さ（mm） 

・w ：ひび割れ幅（mm） 

・Δp ：作用圧力（N/mm2）：基準津波による静水圧 

・ν ：水の粘性係数（1.138×10-9N・s/mm2） 

・t ：部材の厚さ（ひび割れ深さ）（1,000mm） 

 

低減係数Cｗは「沈埋トンネル側壁のひびわれからの漏水と自癒効果の確認実験

（コンクリート工学年次論文報告集 Vol.17，No.1，1995）」に基づき，図 5－7 の

赤枠のとおり算定する。 

 

 

図 5－7 低減係数とひび割れ幅の関係 

 

取水槽における津波水位の時刻歴波形を図 5－8 に示す。津波水位が最高水位（EL 

10.6m）となるのは一瞬であるが，保守的に水位が中床版②の下端である EL 1.1m

を超える時間の合計（5012s）を津波継続時間として考慮する。また，作用圧力の

概念図を図 5－9 に示す。 
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図 5－8 海水ポンプ室における水位の時刻歴波形 

図 5－9 作用圧力の概念図 
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6. 評価結果 

代表部材である循環水ポンプエリアの中床版②に発生するひび割れ法線方向ひず

み（最大主ひずみ）の分布図を図 6－1 に示す。ひび割れ法線方向ひずみがγ 1（146

μ）以上となるひずみを，ひび割れの発生があるものとしている。 

総漏水量は，「5.4 漏水量の算定」の方法により得られる各要素の漏水量を合計

して算出するが，一例として，ひび割れ法線方向ひずみが最大となる要素における単

位時間当たりの漏水量を表 6－1 に示す。 

循環水ポンプエリア及び海水ポンプエリアの総漏水量及び浸水深さの結果を表 6

－2 に示す。循環水ポンプエリアの漏水による浸水深さは 0.88mm であり，浸水影響

を考慮する機器がない同エリアの側壁高さ 7,700mm（EL 8.8m）と比較して十分小さ

いことを確認した。また，海水ポンプエリアについては，図 6－2 に示すとおり，ひ

び割れ法線方向ひずみが 146μ以上となる要素がないため，漏水が発生しないことを

確認した。  

 

 

図 6－1 各要素のひび割れ法線ひずみ（循環水ポンプエリア，中床版） 
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表 6－1 1 要素の単位時間当たりの漏水量（中床版における最大値） 

ε ひび割れ法線方向ひずみ（μ） 435 

d 要素長さ（mm） 343 

L ひび割れ長さ（mm） 394 

w ひび割れ幅（mm） 0.195 

Cｗ 低減係数 0.082 

ν 水の粘性係数（N･s/mm2） 1.138×10-9 

Δp 作用圧力（N/mm2） 0.10605 

t 部材の厚さ（ひび割れ深さ）（mm） 1,000 

q 1 要素の単位時間当たりの漏水量（mm3/s） 1876.57 

 

表 6－2 総漏水量及び浸水深さ 

 漏水量（m3） 浸水深さ（mm） 

循環水ポンプエリア 0.2 0.88 

海水ポンプエリア 漏水なし 浸水なし 

 

 

図 6－2 ひび割れ法線方向ひずみ分布 

  

海水ポンプエリア 

循環水ポンプエリア 
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7. まとめ 

本文の「6.2 ３次元構造解析結果」に示すとおり，３次元構造解析による耐震評

価から，おおむね弾性範囲に収まっており，顕著な漏水は発生しないと評価できるが，

念のため，止水機能が要求される部材のうち津波に対する止水性能が要求され，耐震

評価において面内せん断ひずみが最も大きい中床版②に着目して，漏水量評価を実

施した。 

基準地震動Ｓｓを経験後，日本海東縁部の地震発生に伴う基準津波が襲来した場

合を想定した漏水量評価の結果，取水槽の浸水深さは 0.88mm と僅かであり，影響が

少ないことを確認した。 
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参考資料６ 静的地震力に対する耐震評価について 

 

1. 評価方針 

Ｃクラス施設に求められる静的地震力に対して，取水槽が耐震性を有することの

確認を行う。 

取水槽の静的地震力に対する耐震評価は，構造部材の曲げ・軸力系の破壊，せん

断破壊及び基礎地盤の支持性能に対する評価を実施する。 

構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力度が短期許容応力度を下

回ることを確認する。 

基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に発生する応力（接地圧）が短期

許容支持力度を下回ること，ＭＭＲに発生する応力（接地圧）が支圧強度を下回る

ことを確認する。 

耐震評価フローを図 1－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1－1 取水槽の静的地震力に対する耐震評価フロー  

評価終了 

評価開始 

解析条件・荷重の設定 

静的解析モデルの作成 

３次元構造解析モデルの作成 静的解析 

土圧・慣性力 接地圧 

３次元構造解析 

構造部材の健全性評価 基礎地盤の支持性能 
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2. 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

 コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協

会電気技術基準調査委員会） 

 

3. 評価対象断面 

本文の「2. 評価条件」と同様とする。 

 

4. 荷重及び荷重の組合せ 

4.1 荷重 

静的地震力に対する耐震評価において考慮する荷重を以下に示す。 

(1)  固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2)  積載荷重（Ｐ） 

積載荷重として，水圧及び積雪荷重Ｐｓを考慮する。 

(3)  積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重は，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるため

の係数 0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，「松江市建築基

準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日，松江市規則第 234 号）」により，積雪

量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(4)  地震荷重（Ｓｃ） 

地震荷重は静的地震力（kh＝0.16（載荷方向：東→西），kh＝-0.16（載荷

方向：西→東））を考慮する。 

静的地震力算定用の基準面は地表面とし，層せん断力係数を用いて，次式

により算出する。 

 

Ｑ
ｉ

= ｎ ∙ Ｚ ∙ Ｃ
ｉ

∙ Ｗ
ｉ
  

Ｃ
ｉ

= Ｒ
ｉ

∙ Ａ
ｉ

∙ Ｃ
０
  

 

ここで， 

Ｑ
ｉ
：第 i 層に生じる水平地震力 

ｎ
 
：施設の重要度分類に応じた係数 

Ｚ
 
：地震地域係数（1.0） 

Ｃ
ｉ
：第 i 層の地震層せん断力係数 
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Ｗ
ｉ
：第 i 層が支える重量 

Ｒ
ｉ
：振動特性係数（0.8） 

Ａ
ｉ
：第 i 層の地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数 

Ｃ
０
：標準せん断力係数（0.2） 

 

4.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－1 に示す。 

 

表 4－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｃ） Ｇ＋Ｐ＋Ｓｃ 

 

Ｇ
 
：固定荷重 

Ｐ
 
：積載荷重 

Ｓ
Ｃ
：耐震 C クラスの施設に適用される静的地震力（kh＝0.16） 

 

5. 使用材料及び材料の物性値 

本文の「2.5 使用材料及び材料の物性値」と同様とする。 

 

6. 隔壁への影響確認 

静的解析は本文の「3. 地震応答解析」の解析モデルを用い，静的解析により応答

値を算定する。 

図 6－1 に静的解析モデルを示す。 

静的解析は底面固定とし，側方は水平震度による地盤の水平方向の変形を拘束し

ないよう水平ローラーとする。また，静的解析は取水槽に作用する土圧を算出するこ

とを目的に実施するため，隣接構造物としてモデル化するタービン建屋及び防波壁

（多重鋼管式擁壁）についても，取水槽に適用される静的地震力（kh＝0.16）を作用

させる。 
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図 6－1(1) 取水槽の解析モデル図（防じん機エリア） 

 

 

 

図 6－1(2) 取水槽の解析モデル図（海水ポンプエリア） 

 

 

図 6－1(3) 取水槽の解析モデル図（ストレーナエリア）  
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7. ３次元構造解析 

取水槽の耐震評価は，線形シェル要素を用いた３次元構造解析により実施する。 

 

8. ３次元構造解析モデル 

材料の線形特性を考慮した線形シェル要素でモデル化する。３次元構造解析モデ

ルを図 8－1 に，各部材の要素座標系を図 8－2 に，シェル要素における各要素の断

面力の方向を図 8－3 に示す。 
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図 8－1 ３次元解析モデル図＊ 

注記＊：部材を説明するための図であり，解析モデルではない。  
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図 8－2(1) 各部材の要素座標系 
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黒（Ｘ，Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 

赤（ｘ，ｙ）：要素座標系を示す 
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図 8－2(2) 各部材の要素座標系 

  

黒（Ｙ，Ｚ）：全体座標系を示す 
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図 8－2(3) 各部材の要素座標系 
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図 8－3 シェル要素における断面力の方向 

 

  

Ｍｘ，Ｍｙ：曲げモーメント 

Ｑｘ，Ｑｙ：せん断力 

Ｎｘ，Ｎｙ：軸力 

Ｎｘｙ：面内せん断力 
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9. 許容限界 

9.1 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材（鉄筋コンクリート）の曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界は，短

期許容応力度とする。コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 9－1 及び表 9－2

に示す。 

 

表 9－1 コンクリートの許容応力度及び短期許容応力度 

設計基準強度 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊1 

(N/m2) 

ｆ'ｃｋ＝23.5(N/mm2) 

ｆ'ｃｋ＝24.0(N/mm2)＊2 

許容曲げ圧縮応力度σ'ｃａ 8.8 13.2 

許容せん断応力度τａ 0.44 0.66 

注記＊1：「コンクリート標準示方書 2002」により地震時の割り増し係数として 1.5 

を考慮する。 

＊2：耐震評価上は，23.5N/mm2 で評価を実施している。 

 

表 9－2 鉄筋の許容応力度及び短期許容応力度 

鉄筋の種類 
許容応力度 

(N/mm2) 

短期許容応力度＊ 

(N/m2) 

SD345 許容引張応力度σ'sａ 196 294 

注記＊：「コンクリート標準示方書 2002」により地震時の割り増し係数として 1.5 

を考慮する。 

 

9.2 せん断破壊に対する許容限界 

線形シェル要素によりモデル化を行う取水槽の静的地震力に対する耐震性を有

することの確認におけるせん断破壊に対する許容限界は，表 9－1 に示す短期許容

応力度とする。 

なお，せん断補強筋が配置される部材において表 9－1 に示す短期許容応力度を

下回る場合には，表 9－1 及び表 9－2 に示すコンクリートと鉄筋の短期許容応力

度から算定した短期許容せん断力を使用して照査を実施する。 

 

Ⅴ
ａ

=Ⅴ
ｃ
＋Ⅴ

ｓ
 

ここに，Ⅴ
ａ
：短期許容せん断力 

Ⅴ
ｃ
：コンクリートが分担するせん断力 

Ⅴ
ｓ
：せん断補強鉄筋が分担するせん断力 
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Ⅴ
ｃ

=
1

2
τ

ａｌ
・ｂ

ｗ
・ｚ 

ここに， 

τａｌ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

ｂ
ｗ

 ：部材の有効幅  

ｄ
 

 ：部材の有効高さ  

ｚ
 

 ：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で  

ｄ/1.15 とする。 

 

Ⅴ
ｓ
＝ {Ａ

ｗ
σ'ｓａ

(sin 𝛼 + cos 𝛼)/ｓ}ｚ 

ここに， 

Ａ
ｗ
 ：区間ｓにおけるせん断補強筋の総断面積 

σ′ｓａ：鉄筋の短期許容引張応力度 

α  ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

ｓ  ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

 

9.3 基礎地盤の支持力に対する許容限界 

9.3.1 支持地盤（ＣＬ級岩盤） 

支持地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，VI-2-1-3「地盤の支持性

能に係る基本方針」に基づき，ＣＬ級岩盤の極限支持力度の 2/3 倍とする。 

支持地盤の接地圧に対する許容限界を表 9－3 に示す。 

 

表 9－3 支持地盤の支持性能に対する許容限界 

評価項目 基礎地盤 
許容限界 

（N/mm2） 

短期許容支持力度 ＣＬ級岩盤 2.6 
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9.3.2 ＭＭＲ 

ＭＭＲに発生する接地圧に対する許容限界は，「コンクリート標準示方書

2002」に基づき，コンクリートの支圧強度とする。ＭＭＲの接地圧に対する許

容限界を表 9－4 に示す。 

 

表 9－4 ＭＭＲの支持性能に対する許容限界 

評価項目 ＭＭＲ 
許容限界 

（N/mm2） 

支圧強度 

コンクリート 

（f’ck=15.6(N/mm2)） 
f’ck=15.6 

コンクリート 

（f’ck=18.0(N/mm2)） 
f’ck=18.0 

 

10. 評価結果 

静的地震力を東から西に載荷した際の断面力分布図を図 10－1～図 10－6，西か

ら東に載荷した際の断面力分布図を図 10－7～図 10－12 に示す。 

静的地震力に対する評価は各部材厚ごとに実施し，照査値が最大となる結果を表   

10－1～表 10－3 に示す。また，照査値が最大となる要素の断面力を断面力分布図

に示す。 
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             側壁①              側壁② 

 

           

            底版                   中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                導流壁② 

図 10－1(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 

  

（kN・m/m） 
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            導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

分離壁① 分離壁②  分離壁③ 分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－1(2) 静的地震力（Kh=0.16，載荷方向：東→西）載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 
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              妻壁①                妻壁② 

 

 

   

              隔壁①                隔壁② 

 

 

   

              隔壁③                隔壁④ 

 

 

   

隔壁⑤ 

 

図 10－1(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 
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             側壁①               側壁② 

 

           

             底版                 中床版①～③ 

 

 

     

               導流壁①              導流壁② 

 

図 10－2(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ）  

（kN・m/m） 

78kN・m/m 
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控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－2(2) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ） 

  

662kN・m/m 
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             隔壁③                隔壁④ 
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図 10－2(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ） 
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       底版                 中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①                 導流壁② 

 

図 10－3(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋）  

（kN/m） 
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図 10－3(2) 静的地震力（Kh=0.16）載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋） 
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図 10－3(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋） 
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              底版                 中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①              導流壁② 

 

図 10－4(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋）  

（kN/m） 

-364kN/m 



 

（参考）6－24 

 

 

     

              導流壁③      導流壁④      導流壁⑤ 

 

 

         

分離壁①  分離壁②  分離壁③  分離壁④  分離壁⑤ 

 

          

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－4(2) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋） 
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図 10－4(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋） 
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              底版                中床版①～③ 

 

 

      

            導流壁①                導流壁② 

 

図 10－5(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ）  

（kN/m） 
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分離壁①  分離壁②  分離壁③ 分離壁④ 分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－5(2) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ） 

 

  



 

（参考）6－28 

 

   

            妻壁①                妻壁② 

 

 

   

            隔壁①                隔壁② 

 

 

   

            隔壁③                隔壁④ 

 

 

  

隔壁⑤ 

 

図 10－5(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ） 

  



 

（参考）6－29 

 

   

             側壁①              側壁② 

 

 

           

            底版                 中床版①～③ 

 

 

     

        導流壁①               導流壁② 

 

図 10－6(1) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ）  

（kN/m） 

542kN/m 



 

（参考）6－30 

 

 

     

          導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

分離壁①  分離壁②  分離壁③  分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－6(2) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ） 

 

  



 

（参考）6－31 

 

   

             妻壁①                妻壁② 

 

 

   

            隔壁①                隔壁② 

 

 

   

             隔壁③                隔壁④ 

 

 

  

隔壁⑤ 

 

図 10－6(3) 静的地震力（Kh=0.16（載荷方向：東→西））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ） 

  



 

（参考）6－32 

 

  

          側壁①                側壁② 

 

         

         底版                中床版①～③ 

 

 

     

             導流壁①              導流壁② 

 

図 10－7(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 

  

（kN・m/m） 
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控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－7(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 
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            妻壁①                妻壁② 

 

 

   

            隔壁①                隔壁② 

 

 

   

            隔壁③                隔壁④ 

 

 

   

隔壁⑤ 

 

図 10－7(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｘ） 

  



 

（参考）6－35 

 

   

            側壁①               側壁② 

 

           

底版                中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①               導流壁② 

 

図 10－8(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ）  

（kN・m/m） 

-604kN・m/m 
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分離壁①   分離壁②  分離壁③ 分離壁④ 分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－8(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ） 

 

  



 

（参考）6－37 

 

   

             妻壁①                妻壁② 

 

 

   

             隔壁①                隔壁② 

 

 

   

              隔壁③                隔壁④ 

 

 

   

隔壁⑤ 

 

図 10－8(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（曲げモーメント（kN・m/m）：Ｍｙ） 

  



 

（参考）6－38 

 

 

             側壁①              側壁② 

 

 

           

            底版                中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①              導流壁② 

 

図 10－9(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋）  

（kN/m） 
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          導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 

 

 

         

分離壁① 分離壁②  分離壁③  分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－9(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋）  



 

（参考）6－40 

 

   

             妻壁①                妻壁② 

 

 

   

             隔壁①                隔壁② 

 

 

   

             隔壁③                隔壁④ 

 

 

   

隔壁⑤ 

 

図 10－9(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｘ，圧縮：＋）  



 

（参考）6－41 

 

 

             側壁①              側壁② 

 

 

           

            底版                 中床版①～③ 

 

 

     

              導流壁①              導流壁② 

 

図 10－10(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋）  

（kN/m） 

-489kN/m 
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            導流壁③      導流壁④      導流壁⑤ 

 

 

         

分離壁①  分離壁② 分離壁③ 分離壁④  分離壁⑤ 

 

 

         

控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－10(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋）  



 

（参考）6－43 
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             隔壁③               隔壁④ 

 

 

   

隔壁⑤ 

 

図 10－10(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（軸力（kN/m）：Ｎｙ，圧縮：＋）  



 

（参考）6－44 

 

  

            側壁①               側壁② 

 

 

           

           底版                 中床版①～③ 

 

 

      

           導流壁①                導流壁② 

 

図 10－11(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ）  

（kN/m） 



 

（参考）6－45 

 

 

     

          導流壁③       導流壁④       導流壁⑤ 
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控壁①  控壁②  控壁③  控壁④  控壁⑤ 

 

図 10－11(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ）  



 

（参考）6－46 

 

   

            妻壁①                妻壁② 

 

 

   

            隔壁①                隔壁② 

 

 

   

             隔壁③                隔壁④ 

 

 

  

隔壁⑤ 

 

図 10－11(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｘ） 

  



 

（参考）6－47 

 

  

           側壁①              側壁② 

 

 

           

          底版                 中床版①～③ 

 

 

      

             導流壁①                導流壁② 

 

図 10－12(1) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ）  

（kN/m） 
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図 10－12(2) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ） 
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              妻壁①               妻壁② 

 

 

   

              隔壁①               隔壁② 
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図 10－12(3) 静的地震力（Kh=-0.16（載荷方向：西→東））載荷時の断面力分布図 

（せん断力（kN/m）：Ｑｙ） 
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表 10－1 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（コンクリート） 

評価位置＊１ 

曲げ 

モーメント＊2 
軸力 

発生 

応力度 

σ'c 

短期 

許容応力度 

σ'ca 

照査値 

σ'c／σ'ca 

(kN・m/m) (kN/m) (N/mm2) (N/mm2)  

底版(t=2.0m) 3 1539 1040 2.8 13.2 0.22 

底版(t=1.9m) 203 1544 1296 2.9 13.2 0.22 

中床版(t=3.5m) 16 1871 5627 2.5 13.2 0.19 

中床版(t=1.0m) 22 195 2252 3.0 13.2 0.23 

側壁(t=2.0m) 46 1602 991 4.8 13.2 0.37 

側壁(t=1.0m) 51 229 391 2.1 13.2 0.16 

側壁(t=0.7m) 44 223 211 4.4 13.2 0.34 

隔壁(t=1.5m) 151 458 535 1.6 13.2 0.13 

隔壁(t=1.3m) 136 282 2290 2.5 13.2 0.20 

隔壁(t=1.0m) 113 67 806 1.1 13.2 0.09 

隔壁(t=0.7m) 101 162 61 4.3 13.2 0.33 

導流壁(t=1.2m) 61 662 936 5.0 13.2 0.38 

妻壁(t=2.0m) 92 1623 -909 2.5 13.2 0.19 

妻壁(t=1.8m) 81 377 494 1.6 13.2 0.26 

妻壁(t=0.7m) 91 73 161 1.3 13.2 0.10 

分離壁(t=1.0m) 66 72 41 0.6 13.2 0.05 

控壁(t=0.6m) 75 36 906 1.8 13.2 0.14 

注記＊１：評価位置は図 10－13 及び図 10－14 に示す。 

＊２：絶対値での値を示す。 
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表 10－2 曲げ・軸力系の破壊に対する評価結果（鉄筋） 

評価位置＊１ 

曲げ 

モーメント＊2 
軸力 

発生 

応力度 

σ's 

短期 

許容応力度 

σ'sa 

照査値 

σ's／σ'sa 

(kN・m/m) (kN/m) (N/mm2) (N/mm2)  

底版(t=2.0m) 1 287 -40 72.4 294 0.25 

底版(t=1.9m) 201 266 -77 78.5 294 0.27 

中床版(t=3.5m) 11 

(16)＊3 

604 

(526)＊3 

-489 

(-310)＊3 

280 

(206)＊3 
294 

0.96 

(0.70)＊3 

中床版(t=1.0m) 35 315 -698 124.9 294 0.43 

側壁(t=2.0m) 46 

(56)＊3 

368 

(201)＊3 

-976 

(-799)＊3 

275 

(202)＊3 
294 

0.94 

(0.69)＊3 

側壁(t=1.0m) 54 68 -494 80.8 294 0.28 

側壁(t=0.7m) 44 226 38 187.1 294 0.64 

隔壁(t=1.5m) 141 131 -119 76.6 294 0.27 

隔壁(t=1.3m) 131 193 -125 115.3 294 0.40 

隔壁(t=1.0m) 116 20 -362 67.8 294 0.24 

隔壁(t=0.7m) 101 162 61 223.6 294 0.77 

導流壁(t=1.2m) 62 170 -663 107.1 294 0.37 

妻壁(t=2.0m) 94 1483 -1958 243.9 294 0.83 

妻壁(t=1.8m) (81)＊3 (26)＊3 (-868)＊3 (290.6)＊3 294 (0.99)＊3 

妻壁(t=0.7m) 91 15 -73 56.6 294 0.20 

分離壁(t=1.0m) 68 46 -129 38.6 294 0.14 

控壁(t=0.6m) 71 40 45 21.3 294 0.08 

注記＊１：評価位置は図 10－13 及び図 10－14 に示す。 

＊２：絶対値での値を示す。 

＊３：要素の平均化を実施した要素のうち，最大の照査値を括弧内に示す。 
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表 10－3 せん断破壊に対する評価結果 

評価位置＊１ 

発生 

せん断力 

発生応力度 

τd 

短期許容 

応力度 

τa1 

照査値 

τd／τ a1 

(kN・m/m) (N/mm2) (N/mm2)  

底版(t=2.0m) 1 675 0.42 0.66 0.63 

底版(t=1.9m) 202 519 0.34 0.66 0.53 

中床版(t=1.0m) 35 542 0.76 3.30 0.23＊2 

側壁(t=2.0m) 46 688 0.42 0.66 0.65 

側壁(t=1.0m) 54 224 0.29 0.66 0.44 

側壁(t=0.7m) 55 165 0.32 0.66 0.48 

隔壁(t=1.5m) 151 113 0.09 0.66 0.15 

隔壁(t=1.3m) 131 248 0.24 0.66 0.37 

隔壁(t=1.0m) 114 21 0.03 0.66 0.05 

隔壁(t=0.7m) 106 102 0.19 0.66 0.30 

導流壁(t=1.2m) 65 364 0.39 0.66 0.60 

妻壁(t=2.0m) 92 491 0.30 0.66 0.46 

妻壁(t=1.8m) 81 214 0.22 0.66 0.34 

妻壁(t=0.7m) 91 50 0.10 0.66 0.15 

分離壁(t=1.0m) 67 45 0.06 0.66 0.09 

控壁(t=0.6m) 75 51 0.11 0.66 0.18 

注記＊１：評価位置は図 10－13 及び図 10－14 に示す。 

＊２：短期許容応力度による照査値が 1.16 であるため，せん断補強筋（PHb）を 

考慮した短期許容せん断力に対する照査値を示す。 
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【底版及び中床版】 

 

図 10－13 評価位置図（底版及び中床版） 

（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 

  



 

（参考）6－54 

 

【側壁，導流壁，分離壁，控壁，隔壁及び妻壁】 

 

図 10－14 評価位置図（側壁，導流壁，分離壁，控壁，隔壁及び妻壁） 

（曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊） 
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11. 基礎地盤の支持性能 

支持地盤及びＭＭＲの支持性能に対する評価結果を表 11－1及び表 11－2に示す。  

また，最大接地圧分布図を図 11－1 及び図 11－2 に示す。 

支持地盤に作用する接地圧が短期許容支持力度を下回ること及びＭＭＲ（既設）

に作用する接地圧が支圧強度を下回ることを確認した。 
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表 11－1(1) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果（除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 

地震荷重 載荷方向 

最大接地圧 

Ｒｄ 

(N/mm2) 

短期許容 

支持力度 

Ｒａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒａ 

静的地震力 

（kh=0.16） 

西向き載荷 0.51 2.6 0.20 

東向き載荷 0.51 2.6 0.20 

 

a）西向き載荷 

 

b）東向き載荷 

図 11－1(1) 基礎地盤の最大接地圧分布図（除じん機エリア（Ａ－Ａ断面）） 
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表 11－1(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果（海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 

地震荷重 載荷方向 

最大接地圧 

Ｒｄ 

(N/mm2) 

短期許容 

支持力度 

Ｒａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒａ 

静的地震力 

（kh=0.16） 

西向き載荷 0.42 2.6 0.17 

東向き載荷 0.47 2.6 0.18 

 

a）西向き載荷 

 

b）東向き載荷 

図 11－1(2) 基礎地盤の最大接地圧分布図（海水ポンプエリア（Ｂ－Ｂ断面）） 
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表 11－1(3) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果（ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 

地震荷重 載荷方向 

最大接地圧 

Ｒｄ 

(N/mm2) 

短期許容 

支持力度 

Ｒａ(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/Ｒａ 

静的地震力 

（kh=0.16） 

西向き載荷 0.28 2.6 0.11 

東向き載荷 0.28 2.6 0.11 

 

a）西向き載荷 

 

b）東向き載荷 

図 11－1(3) 基礎地盤の最大接地圧分布図（ストレーナエリア（Ｃ－Ｃ断面）） 
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表 11－2(1) ＭＭＲ(f’ck=18)(既設)の支持性能に対する評価結果（ストレーナエリア） 

地震荷重 載荷方向 

最大接地圧 

Ｒｄ 

(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’ａ 

(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’ａ 

静的地震力 

（kh=0.16） 

西向き載荷 0.27 18.0 0.02 

東向き載荷 0.27 18.0 0.02 

 

a）西向き載荷 

 

b）東向き載荷 

図 11－2(1) ＭＭＲ(f’ck=18)(既設)の支持性能に対する評価結果（ストレーナエリア） 

  

0.27 

0

5

10

15

20

接
地

圧
（

N
/m
m
2 ）

支圧強度 18 N/mm2

構造物底面

東 西

0.27 

0

5

10

15

20

接
地

圧
（

N
/m
m
2 ）

支圧強度 18 N/mm2

構造物底面

東 西



 

（参考）6－60 

 

表 11－2(2) ＭＭＲ(f’ck=15.6)(既設)の支持性能に対する評価結果（ストレーナエリア） 

地震荷重 載荷方向 

最大接地圧 

Ｒｄ 

(N/mm2) 

支圧強度 

ｆ ’ａ 

(N/mm2) 

照査値 

Ｒｄ/ｆ ’ａ 

静的地震力 

（kh=0.16） 

西向き載荷 0.33 15.6 0.03 

東向き載荷 0.33 15.6 0.03 

 

a）西向き載荷 

 

b）東向き載荷 

図 11－2(2) ＭＭＲ(f’ck=15.6)(既設)の支持性能に対する評価結果（ストレーナエリア） 
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12. まとめ 

取水槽について，Ｃクラス施設に求められる静的地震力に対して耐震性を有する

ことの確認を行った。 

その結果，構造部材の発生応力度が短期許容応力度を下回ることを確認した。ま

た，支持地盤に発生する応力（接地圧）が短期許容支持力度を下回ること及び 

ＭＭＲに発生する応力（接地圧）が支圧強度を下回ることを確認した。 

以上のことから，取水槽は設計上求められる静的地震力に対して十分な耐震性を

有することを確認した。 
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参考資料７ 機器・配管系の耐震評価に適用する影響検討ケースについて 

 

1. はじめに 

取水槽について，機器・配管系の耐震評価に適用する床応答への保守的な配慮とし

て，本文の「3.5.2 機器・配管系の耐震評価に適用する解析ケース」に示すとおり，

コンクリートの物性値を実強度に変更したケース（ケース⑨及び⑪）及び地下水位が

構造物基礎下端より十分低い状態を仮定したケース（ケース⑩及び⑫）について，解

析を実施している。 

 

2. 解析方針 

2.1 コンクリート実強度による解析 

本文の「3. 地震応答解析」に基づき解析を実施する。変更した地下水位の条件

を表 2－1 に示す。影響検討ケースは，位相特性の偏りがなく全周期帯において安

定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。影響

検討に用いる地震動は，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を使用する。 

 

表 2－1 解析条件（コンクリート実強度） 

コンクリート実強度 

（N/mm2） 

ヤング係数 

（kN/mm2） 

37.6 30.3 

 

2.2 地下水位低下による解析 

本文の「3. 地震応答解析」に基づき解析を実施する。変更した地下水位の条件

を表 2－2 に示す。影響検討ケースは，位相特性の偏りがなく全周期帯において安

定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対して実施することとする。影響

検討に用いる地震動は，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）を使用する。 

 

表 2－2 解析条件（地下水位低下） 

解析断面 
設計地下水位 

（EL. m） 

Ａ－Ａ断面 
解析モデル範囲外と

して，考慮しない 
Ｂ－Ｂ断面 

Ｄ－Ｄ断面 
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3. 解析結果 

3.1 コンクリート実強度による解析 

ケース⑨及び⑪に係る地震応答解析結果として，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）に対する最大

加速度分布図を図 3－1～図 3－3 に示す。 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－1 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面，解析ケース⑨）  
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－2 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース⑨） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 3－3 最大応答加速度分布図（Ｄ－Ｄ断面，解析ケース⑪）  
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3.2 地下水位低下による解析 

ケース⑩及び⑫に係る地震応答解析結果として，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）に対する最大

加速度分布図を図 3－4～図 3－6 に示す。 

 

 

 

(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－4 最大応答加速度分布図（Ａ－Ａ断面，解析ケース⑩） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

 

 

図 3－5 最大応答加速度分布図（Ｂ－Ｂ断面，解析ケース⑩） 
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(a) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 

 

 

 

(b) Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 鉛直 

 

図 3－6 最大応答加速度分布図（Ｄ－Ｄ断面，解析ケース⑫） 
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参考資料８ 地震応答解析結果に対する考察 

 

1. はじめに 

Ⅵ-2-2-18「取水槽の地震応答計算書」の「4. 解析結果」において，地震応答解

析のアウトプットとして最大応答加速度分布図を掲載している。本図は取水槽を構

成する各節点における全時刻での応答加速度の最大値を図化したものであるが，一

部の地震動において他の地震動と比較して数倍程度大きな応答加速度が算定されて

いるため，本資料ではその原因について考察する。 

 

2. 解析結果に対する考察 

2.1 Ｃ－Ｃ断面 

2.1.1 地震応答解析結果 

Ｃ－Ｃ断面では，表 2－1 に示すケースにおいて他の地震動と比較して数倍

程度大きな応答加速度が算定された。 

 

表 2－1 Ｃ－Ｃ断面において考察する解析ケース 

解析ケース 地震動 地震動の方向 参照先 

① Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－1 

① Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－2 

② Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－3 

② Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－4 

③ Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平 図 2－5 

③ Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平 図 2－6 
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図 2－1 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース①） 

 

 

 

図 2－2 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース①） 

 

 

 

図 2－3 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース②） 

  

←考察対象の節点 

考察対象の節点→ 

←考察対象の節点 
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図 2－4 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース②） 

 

 

 

図 2－5 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース③） 

 

 

 

図 2－6 Ｓｓ－Ｄ（－＋） 水平（解析ケース③） 

 

  

考察対象の節点→ 

←考察対象の節点 

考察対象の節点→ 
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2.1.2 解析結果に対する考察 

地震応答解析結果より，特定の地震動において数倍程度大きな応答加速度が

算定されていることが分かる。ここでは，基本ケースである解析ケース①を対

象にその原因について考察する。 

図 2－7 及び図 2－8 に示すＳｓ－Ｄ（＋＋）及びＳｓ－Ｄ（－＋）の加速度

時刻歴波形より，極めて局所的にパルス的な応答加速度が生じていることが

分かる。 

地表面付近では構造物－地盤間に配置したジョイント要素に生じる引張応

力に起因する剥離・再接触が高頻度で繰り返されることが想定され，再接触時

に急激に剛性が復元することによりパルス的な応答加速度を生じたものと考

えられる。 

 

 

図 2－7 基本ケースにおける加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 

 

 

図 2－8 基本ケースにおける加速度時刻歴波形（Ｓｓ－Ｄ（－＋）） 

  

パルス的な応答加速度 

パルス的な応答加速度 
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2.2 Ｄ－Ｄ断面 

2.2.1 地震応答解析結果 

Ｄ－Ｄ断面では，複数の解析ケースにおいて他の地震動と比較して数倍程度

大きな応答加速度が算定された。一例として，基本ケースである解析ケース⑥

（Ｓｓ－Ｄ（＋＋））の最大加速度分布図を図 2－9 に示す。 

 

 

 

図 2－9 Ｓｓ－Ｄ（＋＋） 水平（解析ケース⑥） 

 

2.2.2 解析結果に対する考察 

地震応答解析結果より，特定の節点において他の節点と比較して数倍程度大

きな応答加速度が算定されていることが分かる。Ｄ－Ｄ断面の解析モデル図

を図 2－10 に示す。対象箇所である南妻壁において，下部は北側に平面要素が

存在するが，上部は平面要素が存在せず片持ち梁のような状態となっている。

他の鉛直部材は平面要素に接しており，応答加速度に急激な増幅が見られな

いことから，片持ち梁の先端部における応答加速度の増幅がＤ－Ｄ断面にお

ける原因と考えられる。 

  

←考察対象の節点 
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(a) 解析モデル全体図 

 

 

(b) 解析モデル拡大図 

図 2－10 地震応答解析モデル図（Ｄ－Ｄ断面） 

考察対象箇所 

南妻壁 

平面要素と 

接続 

平面要素と 

接続なし 

N S 
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参考資料９ せん断破壊に対する照査への線形被害則適用について 

 

1. はじめに 

取水槽のせん断破壊に対する照査については，照査用せん断力がせん断耐力を下

回ることを確認することとしている。せん断照査の結果，照査用せん断力がせん断耐

力を超える部材については，線形被害則を適用し再照査を実施したことから，線形被

害則の考え方，３次元構造解析への線形被害則適用の妥当性及び線形被害則適用に

よる照査結果について示す。 

 

2. 許容限界を超える部材 

取水槽のせん断破壊に対する照査については，「土木学会マニュアル」に基づき，

照査用せん断力がせん断耐力を下回ることを確認することとしている。 

基準地震動Ｓｓに対する耐震評価の結果，要素の平均化によってもせん断破壊に

対する照査値が 1.0 を超える要素が存在することが判明したため，せん断に対する

照査値が 1.0 を超える要素が広範囲に分布する部材については，PHb の設置によるせ

ん断耐力の向上により照査値を満足させることとしている。 

一方で，せん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える要素が部分的に分布する部材

が存在することが確認された。当該部材の位置を図 2－1 に，当該位置におけるの最

大照査値の一覧を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

 

 

図 2－1 せん断破壊に対する照査値が 1.0 を超える要素が部分的に分布する部材 

（東壁 5）  
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表 2－1 照査用せん断力が許容限界を超える部材の最大照査値一覧 

（1 方向載荷，側壁） 

部位 

側壁 

東壁 5 

鉛直 水平 

断面高さ（mm） 700 

使用 

鉄筋 

外側 D22@125 D22@125 

内側 D22@125 D22@125 

せん断補強筋 D16@250×250 

かぶり厚（mm） 100 76.5 

照査用せん断力＊ 

（kN） 
911 

せん断耐力 

（kN） 
811 

照査値 1.13 

要求性能 構造強度 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 

 

表 2－2 照査用せん断力が許容限界を超える部材の最大照査値一覧 

（2 方向載荷，側壁） 

部位 

側壁 

東壁 5 

鉛直 水平 

断面高さ（mm） 700 

使用 

鉄筋 

外側 D22@125 D22@125 

内側 D22@125 D22@125 

せん断補強筋 D16@250×250 

かぶり厚（mm） 100 76.5 

照査用せん断力＊ 

（kN） 
894 

せん断耐力 

（kN） 
810 

照査値 1.11 

要求性能 構造強度 

注記＊：照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γａ（＝1.05） 
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3. 線形被害則によるせん断破壊に対する照査 

3.1 線形被害則の概要 

取水槽のせん断破壊に対する照査は，「土木学会マニュアル」に準拠し実施して

いる。せん断破壊に対する照査について，「土木学会マニュアル」では，以下の３

つの選択肢のいずれかを用いて評価すると記載がある 

① せん断耐力評価式 

② 分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法 

（等価せん断スパン比を用いた方法，線形被害則を用いた方法等） 

③ 材料非線形解析を用いる方法 

 

①→②→③の順でより合理的な結果が得られるため，本解析では「①せん断耐力

評価式」を基本とし，許容限界を満足しないと判定される部材だけを取り出し，「②

分布荷重を受ける部材のせん断耐力評価法」のうち「線形被害則」を用いた方法に

より再照査を行うこととする。 

線形被害則による評価方法を図 3－1 に示す。線形被害則による評価は，３次元

構造解析から得られた断面力分布をもとに耐力を算定する。 

  



 

（参考）9－4 

 

 

 

 

図 3－1 線形被害則を用いたせん断耐力評価法 

（土木学会マニュアル，p.129～130 から抜粋） 
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3.2 ３次元構造解析モデルへの線形被害則適用の妥当性 

３次元構造解析におけるせん断破壊の照査について，原子力発電所屋外重要土

木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル・照査例（土木学会，原子力土木委員会，

2018 年）（以下「土木学会マニュアル 2018」という。）において，「面部材が面

外せん断力を受ける場合には，棒部材に準じて面外せん断力に対する照査をする」

「（面外せん断破壊の照査として，）せん断力応答とせん断耐力評価式の組合せに

よる 2005 年版マニュアルに記載されていた方法も適用可能とする」と記載されて

いる。 

これより，３次元構造解析のせん断破壊の照査に線形被害則を適用することは

妥当といえる。 

 

3.3 線形被害則によるせん断破壊に対する照査方法 

線形被害則による評価フローを図 3－2 に示す。 

「2. 許容限界を超える部材」で示した部材について，いずれの方向でせん断照

査が不合格となっているか等を確認し，線形被害則を適用する方向を設定する。設

定した方向に棒部材が存在するものと仮定し，当該要素の発生しているせん断力

の分布から当該部材に働く荷重を算定する。 

当該部材におけるせん断耐力は，「土木学会マニュアル」に基づき，せん断耐力

の基本式（棒部材式又はディープビーム式）により算出し，せん断スパン比によっ

て，棒部材式とディープビーム式のどちらのせん断耐力を使用するか決定する。 

個々の作用Ｐj（応答側の安全係数を含む）に対するせん断耐力Ｖｊ（限界値側の

安全係数を含む）を評価し，作用力とせん断耐力の比の総和に構造解析係数γαを

乗じた値が 1.0 以内であることの確認を行う。 

 

𝛾𝛼 ∙∑
𝑃𝑗

𝑉𝑗
𝑗

≤ 1.0 
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図 3－2 線形被害則を用いたせん断耐力評価フロー 

  

 No

 Yes

照査値が1.0を下回る

（PHb設置部材につい

ては0.8程度に収まる）

照査値の算定

せん断耐力の算定

（図3-5参照）

線形被害則を適用する方向の設定（図3-3参照）

・x方向,y方向のうち不合格となる方向の確認

線形被害則適用部位の設定

検討開始

評価終了

（PHbの追設）

評価終了

せん断力分布の確認

（図3-4及び表3-1参照）
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図 3－3 せん断耐力照査結果及び断面力分布図 

  

せ
ん
断
耐
力
評
価
結
果
(x
方
向
)

せ
ん
断
力
（
k
N
/m

)(
x方

向
)

東
側
5



 

（参考）9－8 

 

 

図 3－4 せん断力分布図 
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表 3－1 せん断力分布及び照査荷重 

 

  

要素番号
せん断力

Q(kN/m)
節点番号

節点座標

(m)

せん断力

増分

⊿Q(kN/m)

照査荷重

P(kN/m)

① -21 1 7.5333 21 22

➁ -65 2 6.9000 44 46

➂ -97 3 6.5000 32 34

④ -132 4 6.2250 35 37

➄ -175 5 5.8875 43 45

⑥ -247 6 5.5500 72 76

➆ -363 7 5.2000 115 121

⑧ -534 8 4.8500 171 179

➈ -867 9 4.5000 334 350

10 4.0000 支承前面
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図 3－5(1) せん断耐力の基本式（棒部材式） 

（「土木学会マニュアル 2018」，p.104～p.105 より抜粋） 
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図 3－5(2) せん断耐力の基本式（ディープビーム式） 

（「土木学会マニュアル 2018」，p.106 より抜粋） 

 

 

図 3－5(3) せん断耐力の基本式（棒部材式とディープビーム式の適用区分） 

（「土木学会マニュアル 2018」，p.107 より抜粋） 
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4. 線形被害則による照査 

「3.3 線形被害則によるせん断破壊に対する照査」に基づき，表 2－1 に示す部材

（東壁 5）について，照査値を満足することを確認した。最大照査値となる評価結果

を表 4－1 及び表 4－2 に示す。 

 

表 4－1 線形被害則による照査結果（1 方向載荷，側壁 5） 

要素 

番号 

節点 

番号 

照査用 

荷重 

Ｐｊ(kN) 

せん断 

スパン比 

ａ/ｄ 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 
せん断照査 

棒部材式 ディープビーム式 Ｖｙｄ(kN)＊ Ｐｊ/Ｖｊ 

21621 21163 350 0.8333 1228 1523 1523 0.23 

22076 21585 179 1.4167 1026 1085 1085 0.17 

22720 22306 121 2.0000 942 860 942 0.13 

23287 22898 76 2.5833 896 741 896 0.08 

23910 23518 45 3.1458 868 676 868 0.05 

24508 24124 37 3.7083 848 635 848 0.04 

25094 24718 34 4.1667 836 613 836 0.04 

25675 25295 46 4.8333 823 590 823 0.06 

26273 25888 22 5.8889 808 568 808 0.03 

合計 0.83 

注記＊：ａ/ｄ≦2 の場合はディープビーム式，ａ/ｄ≧3.5 の場合は棒部材式によるせ 

ん断耐力を採用し，2＜ａ/ｄ＜3.5 の場合は棒部材式とディープビーム式の 

うちせん断耐力が大きい値を採用する。  
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表 4－2 線形被害則による照査結果（2 方向載荷，側壁 5） 

要素 

番号 

節点 

番号 

照査用 

荷重 

Ｐｊ(kN) 

せん断 

スパン比 

ａ/ｄ 

せん断耐力 

Ｖｙｄ(kN) 
せん断照査 

棒部材式 ディープビーム式 Ｖｙｄ(kN)＊ Ｐｊ/Ｖｊ 

21621 21163 337 0.8333 1224 1523 1523 0.22 

22076 21585 170 1.4167 1024 1085 1085 0.16 

22720 22306 105 2.0000 940 860 940 0.11 

23287 22898 68 2.5833 894 741 894 0.08 

23910 23518 48 3.1458 866 676 866 0.06 

24508 24124 45 3.7083 847 635 847 0.05 

25094 24718 41 4.1667 835 613 835 0.05 

25675 25295 46 4.8333 821 590 821 0.06 

26273 25888 34 5.8889 806 568 806 0.04 

合計 0.83 

注記＊：ａ/ｄ≦2 の場合はディープビーム式，ａ/ｄ≧3.5 の場合は棒部材式によるせ 

ん断耐力を採用し，2＜ａ/ｄ＜3.5 の場合は棒部材式とディープビーム式の 

うちせん断耐力が大きい値を採用する。 
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5. まとめ 

取水槽において，一部部材において要素の平均化によっても照査用せん断力がせ

ん断耐力を越えることから，線形被害則によるせん断耐力評価を実施し，照査用せん

断力がせん断耐力を満足することを確認した。 
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参考資料 10 等価剛性モデルより算定される床応答の保守性について 

 

1. 概要 

３次元構造解析モデルを用いた耐震評価を実施する取水槽については，２次元地

震応答解析における構造物モデルを等価剛性モデルとしている。等価剛性モデルで

は，補正係数α，βを設定しており，補正係数αは構造物の奥行長さに対する各部材

の奥行長さから比率を算出し，補正係数βは３次元モデルの水平変位と等しくなる

ように算出し，等価剛性モデルの弾性係数（剛性）を設定している。 

本書では，水平方向の剛性を等価としない場合の鉛直及び水平方向の床応答を算

定し，等価剛性モデルより算定される床応答の保守性について検討する。 

 

2. 検討方法 

検討方法として，２次元地震応答解析により，水平方向の剛性を合わせた場合（β

調整）と，合わせない場合（β＝１）の床応答について加速度応答スペクトル比較を

行う。 

検討対象は，補正係数βの調整量の差が最大となる除じん機エリアを選定する。除

じん機エリアにおける最小の調整量はβ＝0.063 であり，最大の調整量はβ＝2.969

となる。合わせない場合（β＝１）と比較して，補正係数βは約 1/16 倍～約 3 倍で

あり，調整量に大きな差があるため，除じん機エリアを用いて検討を実施する。 

除じん機エリアについて，水平方向の剛性を合わせる要素を図 2－1 に，調整結果

を表 2－1 に示す。 

検討では，全周期帯において安定した応答を生じさせる基準地震動Ｓｓ－Ｄに対

して実施することとし，本文で使用した基準地震動Ｓｓ－Ｄ（＋＋）の加速度応答ス

ペクトルを用いる。 

加速度応答スペクトルの抽出位置は，床応答算出箇所のうち応答加速度が最大と

なり，機器・配管が設置されている節点を抽出する。除じん機エリアにおける抽出位

置を図 2－2 に示す。 
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図 2－1 取水槽（除じん機エリア）において水平方向の剛性を合わせる要素 

 

表 2－1 取水槽の調整結果 

要素番号 α β 

１ 0.229 0.063 

２ 0.220 2.969 

３ 0.145 0.268 

４ 0.145 0.134 

 

  

要素１  要素２ 要素３ 要素４
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図 2－2 除じん機エリアの抽出位置 

 

3. 検討結果 

除じん機エリアにおける比較検討結果を図 3－1 に示す。 

検討の結果，補正係数βを調整した等価剛性モデルは，補正係数β＝１（調整しな

い）の場合に比べて応答が多少大きくなり，おおむね同等もしくは保守的な結果とな

った。 

以上の結果から，等価剛性モデルを用いることで，鉛直及び水平方向床応答への影

響を与える場合があるが，等価剛性モデルより算定される床応答がおおむね同等も

しくは保守的であることを確認した。 
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図 3－1(1) 除じん機エリアの加速度応答スペクトル 
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図 3－1(2) 除じん機エリアの加速度応答スペクトル 
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図 3－1(3) 除じん機エリアの加速度応答スペクトル 

  

h=0.01

鉛直

水平

節点10059

0

4000

8000

0.01 0.1 1 10

応
答

加
速

度
(
G
a
l
)

周期(s)

β=1

β調整

0

4000

8000

0.01 0.1 1 10

応
答
加
速
度

(
G
a
l
)

周期(s)

β=1

β調整



 

（参考）10-7 

 

 

図 3－1(4) 除じん機エリアの加速度応答スペクトル 
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参考資料 11 せん断破壊に対する照査方法について 

 

1. はじめに 

取水槽の面外せん断力に対する評価は，「土木学会マニュアル」及び「コンクリー

ト標準示方書 2007」に基づくせん断耐力式を採用している。なお，せん断耐力の算

定においては，保守的にせん断スパン比 a/d を一定値（a/d＝5.6）とした「棒部材式」

を面部材（非線形積層シェル要素）に対して適用している。 

一方，原子炉建物基礎スラブ等の建物・構築物の面外せん断力に対する評価におい

ては，「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（以下「ＲＣ－Ｎ規準」

という。）の「20 条 基礎スラブの断面算定」に準拠し，短期許容せん断力により評

価を実施している。 

取水槽では上記の保守的な評価により，見かけ上面外せん断破壊に対する照査値

が厳しく算定されており，更なる合理的な評価を複数実施していることから，本書で

は取水槽の面外せん断力に対する許容限界を「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容せん

断力と比較することにより，「棒部材式」の保守性を確認する。 

また，「ＲＣ－Ｎ規準」に基づく短期許容せん断力に加え，建物のせん断終局強度

として一般的に用いられている「荒川式」についても，参考として比較する。 

 

2. 検討内容 

検討方法として，「棒部材式」を用いたせん断耐力による評価と「ＲＣ－Ｎ規準」

に基づき算出した許容せん断力による評価の照査値を比較する。また，参考値として

「荒川式」に基づくせん断終局強度による評価を実施し，照査値を比較する。 

検討対象の部材は，各部材のうちせん断破壊に対する評価で最も厳しい照査値と

なる中床版の解析ケース④，Ｓｓ－Ｄ（－＋）を選定する。 

「コンクリート標準示方書 2007」の「棒部材式」に基づくせん断耐力を(1)に，「Ｒ

Ｃ－Ｎ規準」に基づく短期許容せん断力を(2)に，「荒川式」のせん断終局強度を(3)

に示す。 

 

(1) 棒部材式 

Vyd = Vcd + Vsd 

ここで， 

Vyd ： せん断耐力 

Vcd ： コンクリートが負担するせん断耐力 

V𝑠𝑑 ： せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 
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Vcd = 𝛽d ∙ 𝛽p ∙ 𝛽n ∙ 𝛽a ∙ fvcd ∙ bw ∙ d∕𝛾bc 

f𝑣𝑐𝑑 = 0.203√f'cd ただし，f𝑣𝑐𝑑 > 0.72(N∕mm2)となる場合は 

f𝑣𝑐𝑑 = 0.72(N ∕ mm2) 

𝛽d = √1∕d4  (d[m]) ただし，𝛽d > 1.5 となる場合は𝛽d = 1.5 

𝛽p = √100𝑝𝑣
3    ただし，𝛽𝑝 > 1.5 となる場合は𝛽p = 1.5 

𝛽n = 1+2M0 ∕ M𝑢𝑑 (Nd ≥ 0) ただし，𝛽𝑛 > 2.0 となる場合は𝛽𝑛 = 2.0 

 = 1 + 4M0 M𝑢𝑑⁄  (Nd < 0) ただし，𝛽𝑛 < 0 となる場合は𝛽𝑛 = 0 

𝛽a = 1 

ここで， 

f'𝑐𝑑 ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N∕mm2)で設計基準強度f'𝑐kを材料

係数𝛾mcで除したもの 

P𝑣 ：引張鉄筋比 𝑝𝑣 = A𝑠 ∕ (b𝑤 ∙ 𝑑) 

As ：引張側鋼材の断面積 

𝑏𝑤 ：部材の有効幅 

𝑑  ：部材の有効高さ 

N'𝑑 ：設計軸圧縮力 

M𝑢𝑑 ：軸方向力を考慮しない純曲げ耐力 

M0 ：M𝑑に対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力を打ち

消すのに必要なモーメント（デコンプレッションモーメント）M0 =

N'𝑑 ∙ D∕6 

D  ：断面高さ 

a∕d ：せん断スパン比 

𝛾bc ：部材係数 

𝛾mc ：材料係数 

 

(2) ＲＣ－Ｎ規準 

QA = b ∙ j ∙ {𝛼 ∙ fs + 0.5 ∙𝑤 ft ∙ (pw − 0.002)} 

ここで， 

QA ： 短期許容せん断力 

 b  ： 断面の幅 

 j  ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値 

 α  ： 許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。また，引張軸力が

2N/mm2 を超える場合は 1 とする。） 

α =
4

M/(Q ∙ d) + 1
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Ｍ  ： 曲げモーメント 

Ｑ  ： せん断力 

ｄ  ： 断面の有効せい 

 fs  ： コンクリートの短期許容せん断応力度 

 𝑤ft ： せん断補強筋の短期許容引張応力度 

 pw ： せん断補強筋比で，次式による。（0.002 以上とする。＊） 

Pw =
aw

b ∙ x
 

ａｗ ： せん断補強筋の断面積 

ｘ  ： せん断補強筋の間隔 

   注記＊：せん断補強筋がない領域については，第２項を 0 とする。 

 

(3) 荒川式 

Qsu = {
0.068pt

0.23(Fc + 18)

M (Q ∙ d) + 0.12⁄
+ 0.85√pw ∙ σwy} b ∙ j 

 

ここで， 

pt ： 引張鉄筋比 

 Fc ： コンクリートの設計基準強度 

Ｍ ： 曲げモーメント 

Ｑ ： せん断力 ただし，1 ≦ M (Q ∙ d) ≦ 3⁄  

d  ： 断面の有効せい 

pw ： せん断補強筋比 

σwy ： せん断補強筋の短期許容引張応力度 

b  ： 断面の幅 

j  ： 断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値 
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3. 検討結果 

「棒部材式」を用いたせん断耐力による評価と「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき算出した

短期許容せん断力による評価の比較結果を表 3－1 に示す。また，参考値として「荒

川式」に基づき算出したせん断終局強度による評価結果も併せて示す。 

 

表 3－1 「棒部材式」と「ＲＣ－Ｎ規準」の比較結果（中床版） 

 

照査用 

せん断力 

Ｖｄ(kN/m) 

各手法の 

許容限界 

(kN/m) 

照査値 

棒部材式 1486*1 1520*2 0.98 

ＲＣ－Ｎ規準 1415 1694*3 0.84 

（参考）荒川式 1415 2522*4 0.57 

注記＊１：「棒部材式」の照査用せん断力＝発生せん断力×構造解析係数γα（＝1.05） 

  ＊２：せん断耐力 

  ＊３：短期許容せん断力 

  ＊４：せん断終局強度 

 

「コンクリート標準示方書 2007」の「棒部材式」では，保守的にせん断スパン比

を一律で設定し，また，引張軸力が発生している場合には，コンクリートが負担する

せん断耐力がゼロとなる計算式となっている。一方，「ＲＣ－Ｎ規準」では，2N/mm2

までの引張応力場において，せん断スパン比を考慮したコンクリートの負担するせ

ん断耐力を算定する計算式となっている。 

これらの理由から，取水槽のせん断破壊に対する照査が最大となる解析ケース・地

震動で比較した場合，「棒部材式」に基づき算出したせん断耐力に対する照査値は，

「ＲＣ－Ｎ規準」に基づき算出した短期許容せん断力に対する照査値より大きくな

ることを確認した。 

また，参考値として示した「荒川式」は更に照査値が小さくなっており，「棒部材

式」による評価の保守性を確認した。 

 




